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「エビデンスに基づく政策立案（EBPM）に資する経済データの活用」プログラム（以下、本PG）は、2021年3月に終了した「経済
データ活用研究会」の経験と成果を引き継ぐ形で2021年10月にスタートした。本PGでは、（1）政策を意思決定した時点の情
報群である、リアルタイムデータ（＝時点ごとに利用可能であるデータ）の整備とそれを用いた政策評価、（2）現下の景気を早期
に的確に判断できる景気指標の開発や代表的な経済指標であるGDPを早期に推計するGDPナウキャスティングの定期公
表、（3）企業が経済活動を行う中で生成されるデータ（オルタナティブ・データ、以下AD）の利活用を通じ、政府統計では早期に
つかむことのできない経済動向の把握、（4）政府の統計改革の検証と提言、（5）予測担当者の研究会を通じた日本経済の中
長期展望――の5つの柱で研究を進めることで、EBPMに基づく政策評価やデータ整備を行ってきた。本稿ではPGの全体像
と主な成果を振り返りたい。

月2回、GDPナウキャスティングを定期公表
ɹڀݚの�ຊபはʮࡁܦσʔλڀݚ༺׆ձʯかΒҾ͖͍ܧ
ͩのͰは͋る͕、ຊPGͰ৽たʹՃΘͬたॏཁなՌの
Ұ͕ͭʮGDPナウキャスςΟϯάʯの定ެظදͰ͋るɻ
GDPナウキャスςΟϯάとは、lࠓz͍ͯͬ͜ىるࡁܦの
มԽΛө͠ग़͢σʔλΛར༻͠、ެදʹઌཱͪ、͍ͪૣ͘
GDPのlࠓzの࢟Λ༧ଌ͢るのͰ͋るɻถࠃのʮGDPナウʯ

ʢΞトϥϯλ࿈४උۜߦʣʮナウキャストʯʢχϡʔϤʔ
Ϋ࿈४උۜߦʣなͲ、ԤถͰはதԝۜߦʹΑる推計ɾެ
ද͕ߦΘれ͍ͯるɻ͠か͠、ຊͰはڀݚのੵは͋る
のの、ຊ֨తな定ެظදは͜れ·ͰߦΘれ͍ͯなかͬたɻ
ɹຊPGͰは、ຊのGDPナウキャスςΟϯάΛڀݚ
͖ͯ͠たӜ૱࢜ओڀݚһʢਆಸେֶֶࡁܦ෦।ڭतʣ
Λϝϯόʔʹܴ͑、������݄かΒ݄�ճのϖʔスͰ、౦
るɻ͍ͯͬߦදΛެظॴウΣϒαΠトͰ定ڀݚࡦஂࡒژ
�����݄ʹは、"Dʢࣜגձࣾナウキャストのʮ+$#ফඅ
/08ʯʣのར׆༻なͲʹΑるGDPナウキャスςΟϯάのϞ
σϧվ定Λͬߦたɻ定ެظදのՌなͲGDPナウキャス
ςΟϯάのৄࡉʹ͍ͭͯは、3FWJFXҰཡの�൪、��൪の
͓ߟΑͼຊࢠのӜߟʹৡる͕、定ެظදʹର͢
るڹはେ͖͘、GDPナウキャスςΟϯάの݁Ռは৽ฉ
なͲʹたͼたͼհ͞れ͍ͯるɻࢽࡶ

建設工事受注統計問題をタイムリーに解説
ɹຊPGのલͰ͋るࡁܦσʔλڀݚ༺׆ձのॳʢ����
ʣʹはʮຖ݄ۈ࿑౷計ௐࠪʯʢްੜ࿑ಇলʣのෆదॲ
ཧʢ͘͠はෆਖ਼ʣ͕ൃੜ͠、ڀݚձϝϯόʔ͕ߟ
、͘͠حたɻͬߦʹతۃஊձなͲใൃ৴Λੵ࠙ऀهٸۓ
ຊPGのൃ当ॳʮݐઃࣄडಈଶ౷計ௐࠪʯʢࠃަ௨
লʣのॻ͖͕͑ൃੜ͠、ฏాӳ໌ओ੮ڀݚһʢ๏େ
ஊձなͲΛ࠙ऀهٸۓ、ߟतʣΛத৺ʹ、ڭӦֶ෦ܦֶ
λΠϜϦʔʹൃ৴͠たʢ3FWJFXҰཡの�ʙ�൪、�ʙ��൪、��

൪ʣɻຊʹ͍ͭͯऔり্͛た、ே৽ฉࣾʮࠃަ௨ল
ʹΑるװج౷計のෆਖ਼ΛΊ͙るҰ࿈のスΫʔプとؔ࿈ใಓʯ
は����ຊ৽ฉڠձΛड͠た͕、ฏాओ੮ڀݚһ
はઐՈのཱかΒຊスΫʔプʹଟେなݙߩΛ͍ͯ͠るɻ
ɹ͜͏͠た౷計のνΣッΫ、ఏݴはຊPGの�൪の
பͰ͋る͕、�൪のபͰ����かΒඋΛଓ͚͍ͯるϦ
ΞϧλΠϜσʔλΛ׆༻͠、GDP౷計Λは͡Ίओཁなܦ
た͖ͯͬߦূݕΛհ͠、ͦの౷計Λ८るվֵのಈࡁ

ʢ3FWJFXҰཡの��൪、��൪、��ʙ��൪、��൪、��൪、��൪ʣɻ
͜れΒのڹখ͘͞なかͬたɻྫ͑、ࢁᖒ߁ओ੮ݚ
तʣは、౷計ҕڭେֶϚωδϝϯトֶ෦ࢠԂঁֶݟһʢڀ
һձのࠃຽࡁܦ計ࢉମܥతඋ෦ձʹ͓͍ͯ��൪のߟʹ
ؔ࿈͠たプϨθϯΛٻΊΒれたɻ൧௩は、��൪のߟΛ͖ͬ
か͚ʹ、ۀ࢈ࡁܦলのʮୈ׆ۀ࢈࣍ࡾಈࢦʯのجظ࣍४
վ定ʹ͚ͯの՝Λݕ౼͢るڀݚձʹࢀՃ͠たɻຊPG
の׆ڀݚಈ͕ࡦのݱʹӨڹΛ༩͍͑ͯると͍͑Α͏ɻ

新指標の開発、ADの利活用や地方経済にも照準
ɹ�ຊのபͰ͋る৽ࢦࡁܦඪの։ൃͦれΛ༻͍た࣮ূ
ੳͰは、GDPナウキャスςΟϯάの定ެظදの΄かʹ
ଟ͘のՌΛ͠たɻେ௩๕ओ੮ڀݚһʢ౦ֶӃେ
ୀΛޙճのίϩナՒʹ͓͚る景気ࠓ、तʣはڭ෦ֶࡁܦֶ
ϦʔϚϯγϣッΫ࣌とൺֱ͠たʢ3FWJFXҰཡの��൪ʣɻ͞
Βʹେ௩ओ੮ڀݚһは、"Dʢࣜגձࣾナウキャストのʮ
ʹP*/PXʯʣΛ༻͍ͯ、ۙのʮྩΠϯϑϨʯのಛ$ܦ
ഭͬたʢ3FWJFXҰཡの��൪ʣɻ
ɹ·た、ํࡁܦの࣮ଶʹഭるたΊの৽ࢦࡁܦඪの։ൃ
ਐΊたɻなかͰํެஂڞମなͲかΒの͕ڹେ͖かͬ
たの͕ࢁᖒओ੮ڀݚһʹΑるಓݝผ݄࣍GDPの推計Ͱ
͋るʢ3FWJFXҰཡの��൪ʣɻଟ͘のಓݝ͍͓ͯʹݝ૯
ੜ࢈ʢGDPʣはʹ�ճ͠かެද͞れͣ、ެද·Ͱ͕ؒ࣌か
かると͍͏͕͋るɻҰํ、ίϩナՒʹ͓͍ͯҬผͰ
Αりසの͍ߴσʔλ͕ٻΊΒれ͍ͯると͍͏χʔζʹԠ

趣旨説明

「エビデンスに基づく政策立案（EBPM）に資する経済データの活用」
プログラムの2年半を振り返って

東京財団政策研究所 研究主幹　飯塚信夫
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͑たɻࢁᖒओ੮ڀݚһは、͜のσʔλΛ༻͍たίϩナՒʹ͓
͚るҬࡁܦの࣮ূੳ͍ͯͬߦるʢ3FWJFXҰཡの��൪ʣɻ
ɹ�ຊのபͰ͋る"Dのར׆༻Ͱは、ฏాओ੮ڀݚһʹ
Αるຊのݱঢ়ʹؔ͢るߟʢ3FWJFXҰཡの��൪ʣΛ౿·
͑、�����݄ʹখרହ೭ओ੮ڀݚһʢେࡁܦࡕେֶֶࡁܦ
෦ڭतʣとฏాओ੮ڀݚһ͕ถࠃग़ு͠、ͦのՌΛ
�����݄��։࠵のウΣϏナʔຊࢠのߟΛ௨ͯ͡
ൃ৴͍ͯ͠るɻ·た、"Dのར׆༻Λ௨ͯ͡ҬࡁܦΛ؍
ੵ͢るަ͕ࢢһはԣڀݚΈとͯ͠、Ӝओࢼる͢
௨σʔλΛ༻͍たࡁܦੳΛͬߦたʢ3FWJFXҰཡの��൪ʣɻ

データに基づく政策評価も積極的に
ɹσʔλʹͮ͘جࡦධՁੵۃతʹͬߦたɻখרओ੮ݚ
ധྉ͕॓ࡦԉࢧߦれた֤छのཱྀ͞ࢪ࣮ʹһは、ίϩナՒڀ
ۚʹ༩͑たӨڹΛ、͞ ·͟·なࡁܦσʔλΛ༻͍ͯੳ͠、
ࡦΛධՁ͠たʢ3FWJFXҰཡの��൪ʣɻฏాओ੮ڀݚһはʮ;
る͞とೲ੫ʯのʹ͖ͭܧଓతʹߟΛൃ৴͠、৽ฉ

、Λಘたʢ3FWJFXҰཡの��൪、��൪ڹなͲͰଟ͘のࢽࡶ
��൪ʣɻӜओڀݚһはのඪのྺ࢙తなมԽΛ
౿·͑、͋る͖࢟ʹ͍ͭͯఏ͠ݴたʢ3FWJFXҰཡの�൪、
��൪、��൪、��൪ʣɻ൧௩は、ۙののࡀೖݟ௨͠ʹԼํ
όΠΞス͕͋るՄੑΛࢦఠ͠たʢ3FWJFXҰཡの��൪ʣɻࢁᖒ
ओ੮ڀݚһは、ੈքୈ�Ґのసམ͕ؒۙʹഭͬたGDPΛ౿
·͑、ຊࡁܦの՝ʹ͍ͭͯ͡たʢ3FWJFXҰཡの��൪ʣɻ
ɹຊPGのલͰ͋るࡁܦσʔλڀݚ༺׆ձかΒଓ͚͍ͯる、
ओཁΤίϊϛストʹΑるதݟࡁܦظ௨͠ڀݚձは、����
�݄Ͱୈ�ճΛܴ͑たʢ3FWJFXҰཡの��൪、��൪、��൪、��൪、
��൪ʣɻ୯なる༧ଌΛ൸࿐͋͠͏Ͱはな͘、ຊࡁܦの
՝Λ͡、͋る͖ࡦΛఏ͢ݴるʹな͍ͬͯるɻ
ɹҎ্、ຊPGの�ΛৼりฦͬͯΈると、&#P.Λキʔ
ϫʔυʹ͞·͟·なຊの՝ʹりࠐΜͰ͖た͜と͕վ
Ίͯ֬ೝͰ͖たɻຊࢠͰは、͜れ·Ͱの׆ಈ౿·͑ݚ
·Λߟձϝϯόʔ͕ಛʹ͍ͯ͠るςʔϚʹ͍ͭͯڀ
とΊ͍ͯるɻ͝ߴཡ͍た͚ͩれ͍Ͱ͋るɻ

趣旨説明

本PG関連のReview一覧
筆　者 タイトル 日　付

1 浦沢聡士 GDPナウキャストとは 2021年12月10日
2 平田英明 国土交通省「建設工事受注動態統計」問題を紐解く（上） 2021年12月16日
3 平田英明 国土交通省「建設工事受注動態統計」問題を紐解く（下） 2021年12月16日
4 平田英明 国土交通省「建設工事受注動態統計」問題を紐解く（アップデート） 2021年12月20日
5 平田英明 【開催報告】緊急記者懇談会「国土交通省『建設工事受注動態統計』問題を紐解く」 2021年12月23日
6 浦沢聡士 10年変わることのない日本の成長目標の意味を改めて考える（1） 2022年 1月 5日
7 PGメンバー全員 一筋縄ではいかない、建設工事受注動態統計とGDPの関係 2022年 1月 7日
8 平田英明 国土交通省統計問題の第三者委員会が解明したこと及び新たな課題（前編） 2022年 1月18日
9 平田英明 国土交通省統計問題の第三者委員会が解明したこと及び新たな課題（後編） 2022年 1月19日
10 平田英明 国交省統計4兆円過大計上試算の妥当性とGDP統計への影響を探る 2022年 1月28日
11 浦沢聡士 10年変わることのない日本の成長目標の意味を改めて考える（2） 2022年 2月 2日
12 飯塚信夫 公的固定資本形成のリアルタイムデータにみる建設統計不正問題の影響 2022年 2月 4日
13 大塚芳宏 コロナ禍の景気分析 2022年 2月16日
14 山澤成康 GDP速報、年次推計との改定幅は改善―法人企業統計の速報化に課題 2022年 3月 2日
15 飯塚信夫 【開催報告】第3回中長期経済見通し研究会 2022年 3月18日
16 小巻泰之 QNA（Quarterly National Account）に求められるのはさらなる速報化か、精度向上か ～海外におけるQNA速報の状況から～ 2022年 4月 4日
17 浦沢聡士 10年変わることのない日本の成長目標の意味を改めて考える（3） 2022年 6月13日
18 飯塚信夫 政府の税収見通しの精度 2022年 7月 7日
19 浦沢聡士 GDPナウキャストの枠組みの変更：更なる予測精度の向上にむけて 2022年 9月 1日
20 小巻泰之 生産面QNA（Quarterly National Account）のさらなる向上に期待 ～パブリックコメントの実施を～ 2022年10月 6日
21 大塚芳宏 新たな景気動向指数の特徴と提案 2022年10月 8日
22 飯塚信夫 【開催報告】第4回中長期経済見通し研究会 2022年10月25日
23 山澤成康 都道府県別月次実質GDPの作成とその意義 2022年11月17日
24 山澤成康 パネルデータを用いた人流抑制政策の検証―実質GDPに与える影響について 2023年 1月11日
25 平田英明 景気動向分析におけるオルタナティブ・データの現在地 2023年 3月13日
26 飯塚信夫 【開催報告】第5回中長期経済見通し研究会 2023年 3月24日
27 浦沢聡士 10年変わることのない日本の成長目標の意味を改めて考える（4） 2023年 4月 7日
28 飯塚信夫 コロナ禍における第3次産業活動指数の変動と基準改定の影響 2023年 4月26日
29 平田英明 歪み続けるふるさと納税（1）　制度の変遷と生じた問題 2023年 6月29日
30 飯塚信夫 基準改定で「なめらか」になった鉱工業指数 2023年 7月21日
31 大塚芳宏 令和インフレの特徴 ―品目別データによる分析― 2023年 8月24日
32 飯塚信夫 【開催報告】第6回中長期経済見通し研究会 2023年10月 6日
33 浦沢聡士 官民データを利用した地域の見える化―乗車人員データで見る横浜市の“調子”― 2023年10月11日
34 小巻泰之 宿泊料金高騰の背景 ～旅行支援・外国人旅行者の受け入れ解禁の同時実施とポストコロナの影響～ 2023年10月16日
35 山澤成康 円安より数量ベースでの低迷が問題――GDP統計での日本の地位低下が顕著 2023年11月23日
36 飯塚信夫 GDP成長率の改定の大きさと経済政策の検証の在り方 2023年12月23日
37 平田英明 歪み続けるふるさと納税（2）　民間業界の功罪 2024年 2月
38 平田英明 歪み続けるふるさと納税（3）　ふるさと納税の資金フローと都市部自治体の苦悩 2024年 3月
39 飯塚信夫 【開催報告】第7回中長期経済見通し研究会 2024年 3月
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地域でのEBPMの環境
ɹචऀは����ʙ����ʹか͚ͯશࠃのࢢ���
ொଜΛ๚͠、ਓݮޱগɾྸߴԽのӨڹΛ؇
ͤ͞るたΊの定ॅɾҠॅࡦࢪのࡦ定ঢ়گとͦの
ޮՌʹؔͯ͠໘ஊௐࠪΛ͖ͯͬߦたʢখר、
����、����ʣɻ֤ࢢொଜのࡦࢪのݯࡒは、ಠࣗの
るҬΈΒれる͕、ଟ͘の͍ͯͬߦͰۚࢿ
とな͍ͬͯݯۚࢿ͕ۚॏཁなڅかΒのࠃ、߹
るɻ͠た͕ͬͯ、ࠃのڅۚのྲྀれかΒ、ํ
ମの&#P.のਐΊํ͕֬ೝͰ͖るɻҎԼஂڞެ
Ͱは、ํੜؔަۚΛྫʹͯݟΈるɻ
ɹํੜؔަۚʹ͍ͭͯは、ֳσ
δλϧాԂࠃࢢՈߏ࣮ݱձٞࣄہɾֳ
ํੜ推ਐࣄہʢ����ʣかΒʮํੜ
のたΊのΨΠυϥΠϯʰํੜؔࢪ࣮ۀࣄ
ަۚΛ׆༻͠たۀࣄのཱҊɾվળのखҾ͖ʱ

ʢྩ��݄վగʣʯ͕ํެஂڞମʹࣔ͞れͯ
͍るɻΨΠυϥΠϯͰはۚࢿۀࣄの֫ಘʹؔ͠
۩れ͍ͯるɻࣔ͞ʹࡉ定ํ๏͕ৄࡦのۀࣄ、ͯ
ମతʹは、ۀࣄのಛੑΛཱࣗੑ、ຽڠಇ、
Ҭؒ࿈ܞ、ํੜਓࡐの֬อɾҭなͲ�ͭ
のΧςΰϦʔかΒ۠͠、͜れ·Ͱํੜؔ

༰ʢਃ༰ʣۀࣄொଜのࢢۚΛ֫ಘ͠たަ
ʹԼઢΛৼり、ͲのΑ͏なۀࣄΛࡦ定͖͢か
Λ͍ࣔͯ͠るɻ
ɹͦの্Ͱ、ͦれͧれのۀࣄのୡঢ়گޮՌ
のূݕのたΊʹ、ϏδωスͰのඪઃ定ʹΑる
なͲʹར༻͞れ͍ͯる,P*ʢ,FZߦۀࣄ
PFSGPSNBODF *OEJDBUPSɿॏཁۀධՁࢦඪʣプϩ
άϥϜ͕༻͍Βれ͍ͯるɻ,P*Ͱは、ͦれͧれ
のํެஂڞମͰ֤ʑのۀࣄʹ͓͍ͯҬ͕
ඪのୡաఔΛνΣッΫ͢るඪΛ͢ࢦ
ઃ定͠、࠷ऴతなۀࣄඪΛୡ͢るのと
な͍ͬͯるɻ͠か͠、ΨΠυϥΠϯͰは、定
͞れるྫۀࣄキʔϫʔυのྫࣄ·Ͱ͕ৄࡉʹ
ղઆ͞れ͓ͯり、ྫ ͑、ʮํのͻとのྲྀれʯ
ʹؔ͢るۀࣄのࡦ定ʹ当たͬͯは、ਤද�のΑ
͏ʹ、΄΅,P*͕ग़དྷ্͕ͬた༰͕ఏࣔ͞れ
͍ͯるɻ͜のΑ͏なΨΠυϥΠϯΛߟࢀʹͯ͠
ਃΛとʹ、தԝの୲当ۀࣄ定͞れたࡦ
෦ۀࣄ͕ہਃのద൱Λ͜͏ߦとʹなるɻ
ɹํެஂڞମ͕࣮͠ࢪたۀࣄは、ۀࣄऴྃޙ
ߏのୡՌʹ͍ͭͯ外෦༗ࣝऀͰۀࣄʹ
͞れるؔػূݕͰධՁɾ͢ূݕる͜と͕ࠃか
ΒٻΊΒれ͓ͯり、ͦの݁Ռはํެஂڞମか
Βެද͞れ͍ͯるɻ·た、ํެஂڞମͰのࣄ

エビデンスに基づく政策立案（以下、EBPM）の重要性は言うまでもない
ものの、現実にはEBPMの適切な実施は容易ではない。EBPMを適切に
実施するためには、政策の実施前に政策とその政策により期待される
結果に関して、因果性をもとに検証できる環境整備が必要である。
他方、消費増税の2度にわたる延期や新型コロナウイルス感染症（以下、
Covid-19）の拡大時に実施された政策のように緊急性を有するものに
ついては、事前に政策決定の適否を評価することは困難である。根拠

を示すことが難しく、そこに経験や勘などの主観的な評価が入り込む余地が生まれてくることとなる。こ
うした政策の事後的な評価については、過去の類似した事例について比較検討するか、経済理論に
基づき評価されることとなる（小巻、2019）。
国ベースのEBPMでさえ容易でない状況で、統計の整備で国よりも劣位にある地方公共団体におけ
るEBPMはさらに厳しい状況にあることは推察できる。しかしながら、地方公共団体は、国の政策に関
する実行組織であり、また、それぞれの地域が独自に政策をカスタマイズできる組織でもある。本稿で
は、地方公共団体におけるEBPMの現状を整理した上で、Covid-19感染拡大期に各地域で実施され
た「飲食店への営業自粛要請」の効果検証を試みる。
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7ํެஂڞମʹ͓͚る&#P.のݱঢ়と՝

ঢ়ࢪ࣮ۀࣄͰہࣄは、ֳํੜ推ਐۀ
ϕʔスͰʮ࣍るใ͕ऩू͞れ、ؔ͢ʹگ
ํੜ推ਐަۚۀࣄのޮՌূݕʹؔ͢るௐࠪ
ใࠂॻʯ͕࡞͞れ͍ͯるɻ͜のใࠂॻΛと
ʹ、ʮํੜ推ਐަۚٴۀࣄͼํੜڌ
උަۚۀࣄのޮՌূݕʹؔ͢るௐࠪݕ౼
ҕһձʯͰ、,P*のୡঢ়ۀ࢈、گ࿈ؔੳʹ
ΑるۀࣄޮٴՌ、ਓݮ૿ޱの੍։࢝લޙ
のมԽなͲ、ۀࣄのޮՌΛతʹධՁ͢る
Έとな͍ͬͯるɻ
ɹ͜のΑ͏ʹࠃのڅۚの߹、ํެஂڞମ
ʹ͓͚る&#P.はࠃओಋͰ࣮͞ࢪれ͍ͯるঢ়گ
と͍͑るɻ͠か͠、චऀの໘ஊௐࠪΛ௨ͯ͡、
ํެஂڞମʹ͓͚るৗのۀྔਓһஔ
ΛצҊ͢ると、શ͘のθϩϕʔスかΒࡦ定͢る
のは͍͠ݫঢ়گʹ͋る͜とΛ֬ೝ͠たɻଟ͘の
ʹ当た͍ͬͯる߹͕ଟۀொଜͰは݉Ͱࢢ
のࠃ、なΨΠυϥΠϯ͕͋るとは͍͑ࡉৄ、͘
ொࢢのཧղは͍ͯͭʹۀࣄՄなࢪۚͰ࣮څ
ଜ͝とʹ͕֨ࠩ͋るɻͪΖΜ、څۚの్
ൣғΛ֬ೝͯ͠ੵۃతʹҬのࣾࡁܦձのҡ࣋
ൃలʹ͢ࢿるۀࣄΛਐΊるࢢொଜは͋るɻଞํ
Ͱ、当֘څۚͰ࣮ࢪՄなۀࣄのൣғΛཧղ
͢るの͕͍͠、·た、৽ۀࣄنʹର͢るਓһ
の֬อ͕՝とな͍ͬͯる、͞Βʹࢢொଜのࢪ
ํとۀࣄ༰のෆҰகなͲかΒ、ۀࣄਃ
͑͜͞͏ߦとʹ᪳͢るํެஂڞମ͋るɻ
ɹଞํ、ۀࣄのධՁʹ͍ͭͯは、ݸผのࡦࢪと、
ͦのࡦࢪかΒಘΒれるޮՌとのؒͰ、ඞͣ͠
ҼՌੑΛલఏと͠た定ྔతなݕ౼͕な͞れ͍ͯ

るΘ͚Ͱはな͍ɻ͠か͠な͕Β、&#P.ΛਐΊ
る্Ͱは、Ұൠతʹ、ޮࡦՌのධՁͰは、ϥ
ϯμϜԽൺֱݧࢼ๏�ࠩのࠩ๏�なͲΛ
ద༻ͯ͠、࣮͞ࢪれたޮࡦՌΛ֬ೝ͢る͜と
લʹੳͰ͖るΑࣄʹΊΒれるɻͦのたΊٻ͕
͏な࣮ࢪମ੍Λ͑る͜と、·た౷計͕
උ͞れ͍ͯる͜と͕ඞཁと͞れる͕、Ҭ୯
ҐͰのࡦʹؔ͢る౷Ұతなඋは࣮͞ࢪれͯ
͍な͍ɻ·ͯ͠、ࢢொଜ୯ҐͰの౷計はະ
උのঢ়گと͍͑る�ɻ͜のたΊ、ํެஂڞ
ମ͕ಠࣗʹͦれͧれのࡦࢪのޮՌʹ͍ͭͯ定ྔ
తʹݕ౼͞れ͍ͯるྫはগな͍ɻ

都道府県による飲食店の
営業自粛要請の効果の検証
ɹੑٸۓΛ༗͢るࡦࢪの߹、ํެஂڞମͰ
る͜とはଟ͘な͢ূݕのޮՌΛͦ、ޙऴྃۀࣄ
͍ɻྫ͑、����Ҏ߱、$PWJE���のײછ֦େ
Λ੍͢るたΊʹ、ํެஂڞମͰ࣮͞ࢪれた

ʮҿ৯ళのӦॗࣗۀཁʯのۀࣄのܾ定͓Α
ͼͦのޮՌのূݕͰ͋るɻ
ɹは�����݄�ʹはࣄٸۓଶએݴʢ�݄
��ʹશࠃ֦େʣΛൃग़͠たɻ͜れΛड͚、
֤ҬͰはࣄٸۓଶાஔΛൃग़͠、ʮҿ৯ళ
のӦॗࣗۀཁʯΛͬߦたɻ͠か͠、ҿ৯ళ
のӦॗࣗۀཁは、��ಓݝのશͯͰ࣮͞ࢪ
れたΘ͚Ͱはな͘、·た༰ʢཁ։ظ࣌࢝、
ҿ৯ళのൣғ、ཁؒ࣌なͲʣҟな͍ͬͯるɻ

注1　ランダム化比較試
験法とは、研究対象を2つ
以上のグループに無作為
（ランダム）に分け、片方の
グループには治療・投薬
を行わず（対照群：Control 
group）、他のグループにの
み治療・投薬を行い（処置
群：Treatment group）、2
グループを比較することで
その効果を検証する方法。

注2　差分の差分法とは、
複数のグループにおいて、
ある境界値（政策実施
期）を含む長期的なデー
タが得られたときに、グ
ループごとにその政策実施
（境界値）前後での平均
値の差分を取り、さらにグ
ループ間での差分をとる
ことで、政策効果を抽出す
る方法。

注3　例えば、「地方への
ひとの流れ」に関する事業
策定では移住者数がKPI
の指標となってくる。しか
し、移住者の定義は地方
公共団体により異なって
いる。仕事による異動、学
校等への通学のための転
入者が含まれる総務省「住
民基本台帳人口移動報
告」の転入者を移住者と
する場合の地域もあれば、
各地方公共団体が実施
する施策を利用して転入
した者を移住者とする場
合もある。また、同一都道
府県内での移住者の定義
が異なる地域さえある。

図表1　ガイドラインに示されたKPIの例
地方へのひとの流れ

事業例
事業のアウトプット
個別事業の活動量

（例）

事業のアウトカム
個別事業の直接的な効果

（例）

総合的なアウトカム
諸事業・施策の全体的効果

（例）

生
涯
活
躍
の
ま
ち

誰もが活躍できる
「生涯活躍のまち」
づくり事業

• 地域住民・移住者への仕事紹介数
• 地域活動（見守り活動や伝統行事等）の
実施数

• 新規就業者数（女性・高齢者・障がい者・
移住者等を含む。）

• 市民活動数

• 地域への移住者数
• 地域の転出入者数
• 地域の交流人口数
• 地域の労働人口数（女性・高齢
者・障がい者・移住者等を含む。）

• 地域住民の健康寿命
• 地域のまちなか居住人口数

地域の交流拠点
を活用した「生涯
活躍のまち」づくり
事業

• 地域交流拠点の整備数
• 地域交流拠点でのイベント参加者数
• 地域交流拠点でのセミナー・研修等の参
加者数

• 地域交流拠点を核とした広告掲載数

• 地域交流拠点の利用者数（交流人口数）
• 東京圏等からの地域交流拠点利用者数
（関係人口数）
• 東京圏等からの移住者数

誰もが健康で安
心安全に暮らせる

「生涯活躍のまち」
づくり事業

• フィットネス場の利用者数
• 疫病等予防セミナー参加者数
• 健康づくりのためのイベント実施数
• 移住者向けの住まいの整備数
• 地域住民向けのまちなか住替用住宅の
整備数

• 地域住民の医療費軽減額
• 東京圏等からの移住者数
• まちなかへの住替数

移住・関係人口創
出のための「生涯
活躍のまち」PR事
業

• お試し居住施設（居住・就労等）整備数
• サテライトオフィス等テレワーク環境の整
備数

• 短期就労体験の受入企業数
• 相談会や移住PRイベント等の参加者数

• サテライトオフィス利用者数（関係人口
数）

• ボランティア登録者数（関係人口数）
• 東京圏等からの移住者数

（出所） 「地方創生事業実施のためのガイドライン『地方創生関係交付金を活用した事業の立案・改善の手引き』（令和5年3月改訂）」
内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局・内閣府地方創生推進事務局（2023）をもとに筆者作成



注4　奈良県では感染「第
4波」「第5波」の検証から、
飲食店の営業時間短縮と
酒類の販売停止が感染者
数の減少につながってい
ないと判断した。「医療が
逼
ひっ

迫
ぱく

するから飲食店を時
短するというロジック（論
理）が分からない。奈良県
は大阪府の10分の1の感
染規模だが、これまで飲食
店に時短要請をしなくても
感染は収束した（2022年1
月27日）」との見方が示さ
れた。

ଞํ、Ӧॗࣗۀཁʹैͬたҿ৯ళのิۀٳ
ঈ࣮͞ࢪれ、্ࡦࢪのίストੜ͍ͯ͡たɻ
たͩ͠、ଟ͘のҿ৯ళʹとͬͯ、ิۀٳঈはෆ
ेとのํݟࣔ͞れ、ཁʹैΘͣಠࣗʹӦ
るҿ৯ళ͋ͬたɻ͢ۀ
ɹͦのޙ、$PWJE���のײછ֦େのதͰ、࣍
ʹΘたりཁ͕ߦΘれたのの、ࣗॗཁΛ࣮
となͬگはաఔ͋るঢ়ݝな͍ಓ͠ࢪ
͍ͯたʢਤද�ʣɻதʹは、ҿ৯ళのӦॗࣗۀ
ཁʹΑる$PWJE���のײછऀのݮগޮՌと、
ҿ৯ళのܦӦڥのϚΠナスޮՌとのඅ༻ର
ޮՌʹٙٛΛএ͑るಓݟ͑͞ݝΒれた�ɻ
ɹ͜͜Ͱは、ҿ৯ళのӦॗࣗۀཁの༗ແͰ
ಓݝΛ͚ͯ、外ग़੍ޮՌ͕͋ͬたのか
ʹ͍ͭͯ、ࠩ のࠩ๏Λ༻͍ͯධՁͯ͠Έるɻ
֤Ҭのਓྲྀʹ͍ͭͯは$PWJE���のײછୈ�
かΒୈ�ʹ͓͚るཁ࣮ظ࣌ࢪのલޙの࣌��
のσʔλΛ༻͍͍ͯるɻ࣌
ɹୈ�の�����݄ʹ͍ͭͯは、ҿ৯ళの
ӦॗࣗۀཁΛͬߦたҬͰは、ະ࣮ࢪҬΑ
り外ग़੍ޮՌ͕༗ҙͰ͋ͬた͜と͕かるɻ
͠か͠な͕Β、ୈ�Ҏ߱ʹ͍ͭͯは、࣮ࢪҬ
とະ࣮ࢪҬと外ग़はݮগ͓ͯ͠り、ݮগ෯
は྆Ҭとの༗ҙなࠩҟ͕な͍͜と͕かるɻ
͜のはୈ�、ୈ�とมΘΒな ʢ͍ਤද�ʣɻ
ɹಉࡦࢪΛ࣮͢ࢪるಓݝͰは$PWJE���のײ
છのਫ४͕ൺֱత͍ߴҬͰ͋るのの、શ
た͠ࢪΛ࣮ࡦࢪ、છのはײతな$PWJE���のࠃ
かʹかかΘΒͣ、֤Ҭのॅຽʹಉ༷ʹӨڹΛ
༩͑、ײછΛڪれͯࣗൃతʹ外ग़Λ੍͠たと
��のՊձʢ����、ޙΒれるɻͦの͑ߟ
݄��։࠵ʣは、$PWJE���ʹΑるॏԽϦスΫ
、ʹた͜と、ϫΫνϯのྲྀなͲΛഎ景͠ݮ͕ܰ

ʮୈ�ʯかΒはҿ৯ళのӦॗࣗۀཁは࣮ࢪ
͠な͍͜とと͠たɻ

今後の課題
ɹ3BK $IFUUZ、+PIO 'SJFENBO BOE .JDIBFM
4UFQOFSʢ����ʣは、$PWJE͞ࢪ࣮ʹ࣌���れたॴ
ಘڅ64͍ͯͭʹࡦυϧのࢧग़ʹؔ͢るϦ
ΞϧλΠϜσʔλʢΫϨδットΧʔυとσϏット
Χʔυのࢧग़σʔλʣΛとʹੳ͍ͯ͠るɻॴ
ಘ͕�ສυϧະຬのՈ計Ͱはࢧग़͕૿Ճ͍ͯ͠
るのの、ॴಘ͕�、�ສυϧҎ্のՈ計Ͱはࢧ
ग़は΄とΜͲಈかなかͬたとࢦఠ͠たɻ͜のݚ
れた͞ࢪ࣮ʹ࣌ݖՌΛड͚ͯ、όΠσϯ݁ڀ
ॴಘڅࡦʹ͍ͭͯはࡦのݟ͕͠な͞れ
͍ͯるɻ $PWJE���の֦େ࣌のॴಘڅܕのࡦ
はຊΛؚΉଟ͘のࠃͰ࣮͞ࢪれたɻ͢
͖は、ถࠃʹ͓͚るࡦ༰のܾ定とͦのධՁ
͕$PWJE���のײછ͕֦େࢪ࣮ʹ࣌ՄͰ͋ͬた
͜とͰ͋るɻ
ɹຊのॏཁなࡦ՝とͯ͠গྸߴࢠԽରࡦ
͕͋るɻগྸߴࢠԽʹΑるࣾࡁܦձڥʹ༩͑
るӨڹʹରͯ͠、தԝ͓Αͼํެஂڞମ
のײػةはҰக͍ͯ͠るɻ͜͏͠たதͰ、ํ
ʹࡦࢪるछʑの͍ͯ͠ࢪମは、ࣗΒ͕࣮ஂڞެ
͍ͭͯ&#P.͕Մとなるঢ়گΛٻΊ͍ͯる

ʢখר、����、����ʣɻͦのたΊʹは、֤ʑのํ
ମ͕ར༻ՄなϦΞϧλΠϜσʔλのஂڞެ
උΛਐΊるඞཁ͕͋るɻͦの՝Λ͛ڍると、
ҎԼの�͕ͭ͋るɻ
ɹୈ�ʹ、Ҭϕʔスの౷計උͰはۃੵ͕ࠃత
ʹؔ༩͖͢Ͱ͋るɻ߹ʹΑͬͯは、ถࠃと
ಉ༷ʹ、͕ࠃҬのσʔλΛ࡞͖͢Ͱ͋るɻ
ɹҬʹؔ͢る౷計උຊͰはํ࣏ࣗの
と͞れ͍ͯるମのஂڞかΒ、֤ํެ؍
の͕΄とΜͲͰ͋るɻશࠃϨϕϧの౷計ʹ͓
͍ͯҬϨϕϧのར༻Մなの͕͋る
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図表2　飲食店への営業自粛要請の実施状況
期間 飲食店への要請あり 飲食店への要請なし

第1波 2020年2月1日～
5月31日 要請なし以外の地域 鳥取、島根、岡山、徳島、大分（5地域）

第2波 2020年7月1日～
9月30日 埼玉、千葉、東京、福井、愛知、大阪、福岡、宮崎、鹿児島、沖縄 要請あり以外の地域（36地域）

第3波前半 2020年10月1日～
12月27日

北海道、茨城、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、長野、岐阜、愛知、京都、大阪、
広島、高知、沖縄 要請あり以外の地域（31地域）

第3波後半 2021年1月7日～
3月31日

北海道、宮城、福島、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野、
岐阜、愛知、京都、大阪、兵庫、広島、高知、福岡、沖縄 要請あり以外の地域（25地域）

第4波 2021年4月1日～
5月7日

宮城、山梨、茨城、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、石川、長野、岐阜、愛知、三
重、京都、大阪、和歌山、徳島、香川、福岡、宮崎、沖縄 要請あり以外の地域（24地域）

（注）強めと弱めは飲食店への営業自粛要請への強弱について、それぞれ以下のように区分した地域（愛媛県を除く）での推計結果を示している。
①第1波：（強め）要請期間が40日以上の地域（14地域）、（弱め）40日未満の地域（32地域） 
②第2波：（強め）対象となる飲食店への要請（7地域）、（弱め）ガイドライン遵守の飲食店を除く要請（３地域）
③第3波前半：（強め）要請期間が20日以上の地域（8地域）、（弱め）20日未満の地域（7地域） 
④第3波後半：（強め）要請期間が60日以上の地域（14地域）、（弱め）60日未満の地域（7地域） 
⑤第4波：（強め）他施設への休止・時短要請あり（19地域）、（弱め）他施設への休止・時短要請なし（27地域）

（出所）筆者作成
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注5　製造業景況感調査
は、連邦準備制度理事会
第3地区（Third District）
の製造業を対象とした月
次調査で、1968年5月から
毎月実施されている。日銀
短観と同様なものとなっ
ている。

注6　景気動向指数は50
の州ごとに毎月作成され
ている。

注7　連邦準備制度理事
会第3地区ベージュブック
は、6～7週間ごとに、第3
地区の現在の経済状況
を雇用、賃金、物価の変
化に着目したレポートを
作成している。

のの、ඪຊのかΒ౷計ਫ਼͕ྼると͞
れ͍ͯるɻྫ͑、ۀ౷計ௐࠪͰは、Ҭの
ඦ՟ళ͕�ళ͠かな͍͜とかΒௐࠪର͕ಛ定
͞れるのཧ༝Ͱະެදと͞れ͍ͯるの͕͋
るなͲ、ेなঢ়گʹはな͍ɻ૯߹తな౷計Ͱ
͋るݝຽࡁܦ計ࢉは࣍σʔλͰ͋り、͠か
当֘ެදޙ�Ҏ্のؒ࣌Λཁ͠、ͦのਫ਼
͍ߴとは͍͑な͍ʢখר、����ʣɻ
ɹถࠃͰは、Ҭϕʔスの౷計は、தԝி͋
る͍はதԝۜߦͰҬσʔλ͕࡞͞れ͍ͯ
るɻถࡁܦੳہʢ#&"ɿ#VSFBV PG &DPOPNJD
"OBMZTJTʣͰは、3FHJPOBM &DPOPNJD "DDPVOUTʢ
ҬGDPʣ͕࢛ظϕʔスͰ࡞͞れ、͠か、
ެදは当࢛֘ظऴྃޙ�Χ݄ޙͰ͋るɻϑΟ
ϥσϧϑΟΞ࿈४උۜߦͰは、Ҭϕʔスの
ۀ景ײگௐࠪ�ʢ.BOVGBDUVSJOH #VTJOFTT
0VUMPPL 4VSWFZ� ۜ؍のΑ͏なのʣ、景気ઌ
ʢ4UBUFࢦߦ $PJODJEFOU *OEFYFTʣ�͕݄࣍Ͱ࡞
͞れ͍ͯるଞ、࿈४උ੍ཧࣄձୈ�۠
ϕʔδϡϒッΫʢ5IJSE DJTUSJDU #FJHF #PPLʣ�͕
͞れ͍ͯるɻ࡞
ɹචऀは#&"スλッϑʹҬ౷計のঢ়گʹͭ
͍ͯ໘ஊௐࠪΛͬߦたʢ�����݄ʣɻ#&"Ͱは
Ҭϕʔスの౷計࡞ͰはಉҰの࡞ج४、推
計ํ๏͓ΑͼσʔληットͰ推計͞れ͓ͯり、
ൺֱՄͰ͋る͜とɻ·た、ʮ͕ࠃํのGDP
Λ࡞͢る͜とはޮతͰ、ਫ਼Ұ定な

のとなるʯとのݟղͰ͋ͬたɻ
ɹୈ�ʹ、ެද͞れた౷計σʔλձٞなͲʹ
ؔ͢るࢿྉΛ͜͢と͕ඞཁͰ͋るɻࠃʹ͓͍
ͯはଟ͘の౷計ͰաڈのެදΛ͢Α͏ʹ͞
れ͓ͯり、͜͏͠たσʔλΛੳऀ͕ར༻Ͱ͖
るܗʹཧͯ͠ϦΞϧλΠϜσʔλϕʔスと͠
ͯެ։͞れ͍ͯるʢখר、౦ஂࡒژなͲʣɻ͠ か͠、
ಓݝϕʔスͰはݝຽࡁܦ計ࢉはֳのऩ
ूʹΑりར༻Մなのの、ଞの౷計ʹ͍ͭͯ
はಠࣗの౷計গな͍͜とかΒ࡞σʔλΛ
たҿͬߦͰੳΛߘशはな͍ɻ·ͯ͠、ຊ׳͢
৯ళのಓݝのऔりΈなͲのߦࢿྉは
աڈのの͕༰қʹར༻Ͱ͖な͍Α͏なঢ়گ
͘͠は、ফ͞ڈれͭͭ͋るの͕ݱঢ়Ͱ͋るɻ
ɹલड़の3BK $IFUUZ、+PIO 'SJFENBO BOE .JDIBFM
4UFQOFSʢ����ʣは、0QQPSUVOJUZ *OTJHIUTのσʔ
λϕʔスΛとʹੳΛͬߦたɻ0QQPSUVOJUZ
*OTJHIUTͰは、ΦϧλナςΟϒɾσʔλʹྨ
͞れるσʔλϕʔスなͲ͕ৄࡉなσʔλ۠Ͱ
ར༻ՄͰ͋るɻຊͰは、7�3&4"4Ͱಉ༷の
ར༻͕ՄͰ͋るのの、ि࣍ϕʔスҬϒ
ϩッΫϕʔスのσʔλʹՃ͞れたঢ়گʹཹ·
る߹͕ଟ͘、ৄࡉなੳʹར༻Ͱ͖るঢ়ଶと
な͍ͬͯな͍ɻຊʹ͓͍ͯは、ΦϧλナςΟ
ϒɾσʔλのར༻͚ͩͰはな͘、ߦ౷計のॆ࣮
͕͋ͬͯ、྆ ऀのりな͍ใ͕ิ͞れ、σʔ
λの৴པੑڧԽ͞れるのͰはな͍かと͑ߟるɻ
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図表3　飲食店への営業自粛要請の効果
第1波 施策前 施策後 変化（差）

実施地域 -0.190 -0.539 -0.349
未実施地域 -0.104 -0.355 -0.250
差の差 -0.086 -0.185 -0.099 （0.044）

第2波 施策前 施策後 変化（差）
実施地域 -0.285 -0.347 -0.062
未実施地域 -0.225 -0.278 -0.053
差の差 -0.059 -0.069 -0.009 （0.606）

第3波前半 施策前 施策後 変化（差）
実施地域 -0.209 -0.301 -0.092
未実施地域 -0.158 -0.218 -0.061
差の差 -0.052 -0.083 -0.031 （0.101）

第3波後半 施策前 施策後 変化（差）
実施地域 -0.296 -0.386 -0.090
未実施地域 -0.215 -0.297 -0.082
差の差 -0.081 -0.089 -0.008 （0.661）

第4波 施策前 施策後 変化（差）
実施地域 -0.214 -0.289 -0.075
未実施地域 -0.175 -0.238 -0.063
差の差 -0.039 -0.051 -0.012 （0.538）

（注）①人流データはAgoop社がCovid-19感染拡大期に無料で公表していたデータ
を利用している。

②表中のカッコ内の数値は差の差の結果に関するp値を示している。
（出所）筆者作成

https://www.chisou.go.jp/sousei/pdf/16_R4_guideline.pdf


物価を測る指数
ɹΘ͕ࠃのՁਫ४Λଌるࢦඪとͯ͠、૯ল
͕ެද͢る$P*の૯߹ࢦ、ੜ৯Λআ͘ί
Ξ$P*なͲ͕ओʹ༻͍Βれるɻ$P*ʹ͓͍ͯ৯
ྉは͍ߴウΤΠトΛΊる͜とかΒ、ࠓࡢの
Ձߴは৯ྉՁ֨のมಈ͕େ͖͘શମのՁਫ४
ʹӨڹΛٴ΅͢͜とʹなるɻਤද�は$P*の૯
ʹ͍ͭͯ、����Ҏ߱のࢦと৯ྉՁ֨ࢦ߹
推ҠΛඳ͍たのͰ͋るɻਤද�্ஈのݪ
Λݟると、����Ҏ߱、৯ྉՁ֨ࢦは૯߹ࢦ
Λ্ճり、ҰൠՁਫ४と͞れる૯߹ࢦΛ
Ҿ͍ͯ͠る͜と͕かるɻ·た、Լஈのલݗ
ಉ݄ൺͰͯݟ、৯ྉՁ֨ࢦは૯߹ࢦʹൺ
、ϘϥλΠϧなʢมಈ͕͍ߴʣಈ͖となͬ
͍ͯるɻݩの������݄かΒ��݄ʹか͚ͯ
は、྆ ˋ�はࢦ߹গ͍ͯ͠るɻ૯ݮʹとࢦ
Ͱ͋る͕、৯ྉՁ֨は�ˋΛ͓͑ͯり、ґ
વとͯ͠৯ྉՁ֨のΠϯϑϨは͍ߴਫ४ʹ͋る
と͑ݴるɻ͜の͜とかΒ、ϚΫϩͰݟるΠϯϑ
Ϩとզʑのৗੜ׆Ͱ͡ײるΠϯϑϨʹେ͖な
ဃ͕ੜ͍ͯ͡る͜と͕かるɻ
ɹ͜の$P*はϥスύΠϨスࢦܕ�Ͱ͋り、ج
४࣌のྔΛݻ定ͯ͠ࢦ͕࡞͞れるɻ͜
れʹΑり、Ձ֨มಈはࢦʹө͞れる͕、ങ
ೖྔมԽΛଊ͑る͜とはͰߪのΑ͏な͑߇͍
͖な͍ɻ͜の͜とかΒ、ลʢ����ʣͰは、ࡢ

ग़ͯ͠͠ࢉʹΛաେ͑߇Αるങ͍ʹߴのՁࠓ
ఠ͍ͯ͠るɻͦのʹରࢦれ͕͋るとڪ͏·
Ԡ͠たの͕、ҎԼͰհ͢るܦ$P*Ͱ͋るɻ
ɹܦ$P*は、ナウキャスト͕ࣾൢചɾఏ͢ڙ
るࢦͰ͋るɻ͜れは、ܦP04ใ�と͍͏
ΦϧλナςΟϒɾσʔλ�Λϕʔスʹ࡞͞れ、
スʔύʔなͲখചళかΒఏ͞ڙれたൢചɾՁ֨
ใΛू計͠た৯ྉɾ༻ʹಛԽ͠たՁ֨
P*は、૯ল$ܦͰ͋るɻͦͯ͠、͜のࢦ
の$P*ʹൺ、ҎԼの�ͭの༏Ґ͕͋るɻ�ͭ
は、ྔมԽࢦྀͯ͠ߟ͕計͞ࢉれ͍ͯ
るͰ͋り、લड़͠た$P*Αりਫ਼ඍʹݩの
ಈΛଊ͑る͜と͕Ͱ͖るɻ͏�ͭは、ใ
ੑの͞ߴͰ͋るɻܦ$P*は࣍ϕʔスͰσʔ
λ͕ެ։͞れ͓ͯり、ʑのมԽΛ֬ೝ͢る͜
と͕Ͱ͖るɻ
ɹਤද�は、$P*ʢ৯ྉࡶ՟ʣ�とܦ$P*の݄࣍
σʔλの推ҠΛඳ͍たのͰ͋るɻ྆ऀΛൺ
ると、૯ͯ͡$P*͕ܦ$P*Λ্ճ͓ͬͯり、
ۙʹ͓͍ͯはͦのဃ෯͕େ͖͘な͍ͬͯる
͜と͕かるɻ͜の͜とかΒ、ࠓࡢのՁ্ঢ
ʹର͢るফඅऀのߪങมԽʹରԠ͠たܦ$P*
Λ༻͍ͯੳ͢る͜と͕、զʑの࣮ײʹΑりۙ
͍݁ՌΛたΒ͢Մੑ͕ࣔࠦ͞れるɻ
ɹ࣍ʹ、ਤද�はܦ$P*の࣍σʔλと�Ҡ
ಈฏۉの推ҠΛ·とΊたのͰ͋るɻʑの
ՁมಈはඇৗʹϘϥλΠϧͰ͋る͜と͕ࣔ͞れ
͓ͯり、౷計ੳʹ͓͍ͯはσʔλのಛʹԠ

2023年の日本経済における中心的な話題は、新型コロナウイルスから
財・サービス価格の持続的な上昇であるインフレーション（以下、インフレ）
に移行してきている。2023年11月の消費者物価指数（CPI：Consumer 
Price Index）（総合）は106.9注1と1975年以降で最も高い水準であった。
特に、生鮮野菜、乳卵類、生鮮果実などの上昇が目立ち、日常生活の実
感が指数にも表れている。
物価は、経済分析や政策立案において重要な指標である。とりわけ金融

政策を担う日本銀行は、2024年1月の金融政策決定会合にて、「2％のインフレ率の持続的かつ安定的な
実現」を政策の判断基準と述べており、インフレの中でも趨

すう

勢
せい

すなわちトレンドの状態が注目されている。
大塚（2023）では、株式会社ナウキャストの日経CPINow（以下、日経CPI）品目別データより、令和以降の
物価高の特徴を紹介した。本稿では、物価データの特徴を説明し、日経CPIをデータとして、統計モデ
ルからトレンドを推定し、現状の考察を行う。

イ
ン
フ
レ
の
ト
レ
ン
ド
分
析

大塚芳宏
東京財団政策研究所 
主席研究員
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注1　2023年11月までの
値で最高値は2023年10月
の107.1である。

注2　ラスパイレス型指数
については、大塚（2023）を
参照のこと。

注3　日経POS情報につい
ては、次のURLを参照のこ
と。https://nkpos.nikkei.
co.jp

注4　オルタナティブ・
データの定義や利活用に
関する詳細な説明は平田
（2023）を参照のこと。
URL: https://www.tkfd.
or.jp/research/detail.
php?id=4209

注5　CPI（食料雑貨）は、
総務省では公開されてい
ない。株式会社ナウキャス
ト社が総務省のCPIと比
較できるように、集計した
データをここでは使用して
いる。

図表1 CPIの総合指数と食料価格指数の推移

図表2 日経CPIと総務省CPIの比較

図表3 日経CPIの日次データの推移

（出所）筆者作成

（出所）いずれも筆者作成

日経CPI総合指数（日次）

（出所）筆者作成

総合価格指数と食料価格指数の原数値

総合価格指数と食料価格指数の前年同月比

https://nkpos.nikkei.co.jp
https://nkpos.nikkei.co.jp
https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=4209
https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=4209
https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=4209


͡た֦ு͕ඞཁͰ͋る͜と͕かるɻ�Ҡಈ
ฏۉʹΑりมಈΛฏԽ͠たσʔλΛͯݟ、
ίϩナՒとなͬた����Ҏ߱のಛとͯ͠は、
Ұ୴、ՁはԼམ͠、ͦのޙ、্ঢجௐʹ͋るɻ
のΠϯϑϨと͍͏のは����Ҏࡏݱ、ͯͦ͠
߱Ͱ૯͍ͯ͡ߴਫ४ʹ͋ると͑ݴるɻ

インフレのトレンド分析
ɹՁのトϨϯυΛଌる࣮ূੳͰは、ඇ؍ଌ
ཁૉʢ6$ɿ6OPCTFSWFE $PNQPOFOUʣϞσϧ͕ओ
れるɻ͜のϞσϧは、σʔλかΒトϨ͞༺ʹ
ϯυと॥なͲのཁૉʹղ͢るの
Ͱ͋り、)BSWFZʢ����ʣҎ߱、Ϟσϧの֦ு͓Α
ͼ࣮ূੳのੵ͕ਐΊΒれ͍ͯるɻ͜の6$
Ϟσϧのಛʹ͍ͭͯ、ਤදΛ༻͍ͯઆ໌͢るɻ
ਤද�は͋るσʔλΛ6$ϞσϧʹΑͬͯղ
͠たのͰ͋るɻਤද�のࠨଆのݩσʔλʹର
ͯ͠、ӈଆ্ஈはトϨϯυ、Լஈは॥
とな͍ͬͯるɻ࣮ূੳʹ͓͍ͯは、トϨϯ
υ෦͕ظతな਼とղऍ͞れるɻͦͯ͠、
॥෦は、トϨϯυかΒのဃʢギャップʣ
とݺれ、トϨϯυपりͰ॥͢るΑ͏なಈ
͖͕ଊ͑ΒれるɻΠϯϑϨの࣮ূੳʹ͓͍ͯ
は、͜のトϨϯυΛ推定͢る͜とͰ、Πϯ
ϑϨのجௐతなಈ͖ΛѲ͢る͜と͕Ͱ͖るɻ
ɹΠϯϑϨのトϨϯυੳʹ͍ͭͯは、4UPDL
BOE 8BUTPOʢ����ʣ、$IBO FU BM�ʢ����ʣ、$IBO
FU BM�ʢ����ʣなͲͰ6$ϞσϧΛϕʔスʹ࣮ূ
ੳ͕ߦΘれ͍ͯるɻҰํͰ、ࠃのڀݚʹͭ
͍ͯは、։ൃɾதౡʢ����ʣͰ࣮ূੳ͕ߦΘ
れ͍ͯるのの、ࠃՁ͕େ͖͘ΠϯϑϨʹ
స͡た����Ҏ߱のσʔλʹΑる࣮ূੳはߦ
Θれ͍ͯな͍の͕ݱঢ়Ͱ͋るɻ·た、ܦ$P*
Λ༻͍た࣮ূڀݚはな͍͜とかΒ、ຊߘのੳ
݁Ռは、ࠓࡢのՁのトϨϯυΛるॏཁな݁
ՌとなΖ͏ɻ
ɹຊߘͰは、ܦ$P*ʢ૯߹ࢦʣの݄࣍σʔλ

ʢ�����݄かΒ������݄ʣΛ༻͍ͯ、Πϯϑ
ϨトϨϯυの推定Λ͏ߦɻ༻͍るϞσϧはجຊ
తな$IBO FU BM�ʢ����ʣの6$ϞσϧͰ͋るɻ
4UPDL BOE 8BUTPOʢ����ʣ$IBO FU BMʢ����ʣ
のΑ͏ʹ、トϨϯυと॥のજํࡏఔࣜのࠩޡ
߲のࢄΛՄมԽ�ͤͣ͞、γϯプϧなϞσϧ
かΒੳΛ͏ߦɻ推定ํ๏は、ઌڀݚߦとಉ༷
ʹϚϧίϑ࿈ϞϯςΧϧϩ๏Ͱ͍ͯͬߦるɻ
推定͞れたトϨϯυと॥はਤද�ʹ
·とΊΒれ͍ͯるɻਤද�の্ஈɾԼஈとʹ、

࣮ઢは推定͞れた֤ظのฏۉͰ͋り、͍ྖ
Ҭは��ˋ৴༻۠ؒ�Ͱ͋るɻ͜͜Ͱは、ਤද�
の্ஈのトϨϯυの݁ՌΛத৺ʹߟΛ͏ߦɻ
ฏۉϕʔスͰݟると、ܦ$P*かΒಘΒれる
ΠϯϑϨのトϨϯυは、�����݄Ҏ߱、プϥ
スʹస͓ͯ͡り、࣋ଓతʹΠϯϑϨのʹ͋
るɻ�����݄Ҏ߱は�ˋͰ推Ҡ͠、ۙの
������݄Ͱは����ˋとな͓ͬͯり、ઌʹհ
͠たຊۜߦのࡦసのઅͰ͋る҆定తな
�ˋのΠϯϑϨΛୡ͠たΑ͏ʹࢥΘれるɻ
ɹ͠か͠、৴༻۠ؒの෯Λྀ݁ͯ͠ߟՌΛͯݟ
Έると、��ˋ৴༻۠ؒのԼ͕ݶプϥスʹస͡た
のは������݄Ҏ߱Ͱ͋るɻۙの������
݄のԼݶは����ˋとな͍ͬͯる͜とかΒ、্
ଓతʹ�ˋʹな͍ͬͯると࣋の҆定తかͭه
அ͢るʹは͍͠ঢ়ଶͰ͋ると͍͏͜と͕͏か
͕͑るɻ͜の͜とかΒ、ޙࠓΠϯϑϨのトϨ
ϯυಈは͍ͯ͘͠ࢹඞཁ͕͋Ζ͏ɻ

まとめ
ɹຊߘͰは、ۚ༥ࡦʹ͓͚るॏཁなࢦඪͰ͋
るΠϯϑϨのجௐతな推Ҡʹ͍ͭͯ、ܦ$P*
と6$ϞσϧΛ༻͍ͯ、࣮ূੳΛͬߦたɻΘ
、ௐͰ͋りجのΠϯϑϨಈଶは、૯্ͯ͡ঢࠃ͕
ۙはݯࢿՁ֨のߴಅなͲΛഎ景ʹ、ฏۉతʹ
は͍ߴਫ४ʹҐஔ͍ͯ͠る͜と͕かͬたɻ͠
か͠、֤ظの推定෯Λྀ͢ߟると、ΠϯϑϨʹ
స͡たとஅͰ͖るのは、������݄Ҏ߱Ͱ͋
る͜と͕໌Βかとなͬたɻ͞Βʹ、ۚ༥ࡦの
సͰ͋る�ˋʹୡ͠たとは、౷計తʹ֬৴
Λͬͯஅ͢るʹは͍͠ݱঢ়Ͱ͋る͜と
ճࣔ͞れたɻࠓ、͕
ɹޙࠓ、ʹޙ࠷の՝はҎԼの௨りͰ͋るɻ·
ͣ、ຊߘʹ͓͍ͯは、݄࣍σʔλΛ༻͍ͯトϨ
ϯυ推定Λͬߦたɻσʔλࣗମは࣍ϕʔスͰ
ެ։͞れ͍ͯる͜とかΒ、͜のσʔλΛ༻͍た
トϨϯυੳॏཁͰ͋Ζ͏ɻ͠か͠、طଘの
ੳख๏Ͱは、͜͏͠たߴසσʔλʹはରԠ
͍ͯ͠な͍͜とかΒ、推定ํ๏の͞Βなる։ൃ
͕ඞཁとなͬͯ͘るɻͦͯ͠、$IBO FU BMʢ����ʣ
Ͱは、ΤίϊϛストなͲのݟ௨͠ʹؔ͢るσʔ
λϞσϧʹಋೖͯ͠、ੳ͕ߦΘれ͍ͯるɻ
Θ͕ࠃʹ͓͍ͯ、ݟࡁܦ௨͠ʹؔ͢るใ、
ΠϯϑϨのظతなಈΛੳ͢る߹ʹॏཁ
Ͱ͋る͜とかΒ、ͦ ͏͠たσʔλの׆༻͍ߦ、
Αりਫ਼ඍʹੳ͍ͯ͘͜͠と͕ඞཁͰ͋るɻ͜
れΒはޙࠓの՝と͍͖ͯ͠た͍ɻ

注6　分散の定式化では、
分散の対数値が1期前の
値に依存する形式がよく
使用される。

注7　ベイズ推定では、パ
ラメータを確率変数とし
て考えていることから、頻
度論的アプローチの「信
頼区間」と区別して、「信
用区間」という名称を使用
している。
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図表4 トレンド・サイクル分解の一例

図表5 推定されたトレンドとサイクル

（出所）筆者作成

（出所）筆者作成
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https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=4329
https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=4209
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最新研究にみるデータを巡る
視点①：データの粒度
ɹಉֶձͰの࣮ূੳのใࠂͰ܁りฦ͠ग़͖ͯ
たキʔϫʔυはʮཻʢHSBOVMBSJUZʣʯ͓Αͼͦ
のܗ༰ࢺͰ͋るʮཻのࡉか͍ʢHSBOVMBSʣʯͰ
͋ͬたɻ͜のݴ༿はۙの࣮ূੳʹ͓͚る定
൪のキʔϫʔυͰ͋り、ཻの͍ߴσʔλʹ
ϦʔνͰ͖る͜と͕ੳのΞυόϯςʔδとな
る͜と͕վΊͯ֬ೝ͞れたɻ
ɹੳʹ༻͍Βれるཻの͍ߴσʔλとは、͍
ΘΏるΦϧλナςΟϒɾσʔλʢҎԼ、"DʣΛ
、߹͕ଟ͍�ɻ"Dとは、σδλϧなใ͢ࢦ
ྫ͑FίϚʔス、ΦϯϥΠϯɾプϥットϑΥʔ
Ϝ、ΦϯϥΠϯਤ、ιʔγャϧϝσΟΞなͲ
かΒಘΒれるඇ౷తͰ、ڊେな、ͦͯ͠͠
͠ߏԽ͞れ͍ͯな͍ʢʹ͙͢ʹར༻Ͱ͖るঢ়
ଶʹな͍ʣσʔλの͜とͰ͋るɻのൃද͢
るैདྷܕσʔλのେはԿΒかのू計Ͱ͋
り、σʔλఏऀڙのಗ໊ੑΛ୲อ͢るඞཁ͕͋
るたΊ、جຊతʹཻは͘ߴな͍͕、౷計Λ࡞
͢る্Ͱ༻͍͍ͯるૅجσʔλのཻはຊདྷ
౷計Ͱは、ਃΛ͢れʢಗࡁܦɻҰ෦の͍ߴ
໊Խ͞れたʣૅجσʔλΛར༻͢る͜とͰ͖
る͕、େの߹は͍͠ɻ͜れは、ຊʹݶ
Βͣ、ઌਐࠃͰは͓͓ΉͶಉ༷のͰ͋ると
D"͍ߴのཻʹނΘれるɻͦͯ͠、ͦれࢥ
のΞΫηス͕Ͱ͖る͜とのՁはେ͖͘なるɻ
ɹҎԼͰはචऀ͕ؔ৺Λ๊͍たཻの͍ߴσʔ
λʹΑるՁのڀݚ͍ߴՌΛ�ͭհ͠Α͏ɻ

Ұͭは、҉߸࢈ࢿとϑΟϯςッΫΛςʔϚと
͢るηッγϣϯͰൃද͞れた、'3#ϑΟϥσϧ
ϑΟΞʢϑΟϥσϧϑΟΞ࿈ۜʣのΤίϊϛスト
ʹΑる-FOEJOH $MVCʢফඅऀ͚ϑΟϯςッΫି
ग़ۀاʣの࣮ࡍのݸผିग़のσʔλΛ͠ূݕた
ੳͰ͋る�ɻಉࣾのିઌʹ͍ͭͯ、ถࠃの
ফඅऀ৴༻スίΞఏ࠷ڙେखʹΑる'*$0スί
Ξʹͮ͘ج༩৴அの߹と、-FOEJOH $MVCʹ
ΑるಠࣗのスίΞʹͦͮ͘جれΛൺֱ͠、ύϯ
σϛッΫظʹ͓͍ͯಉࣾのスίΞ͕લऀの
'*$0スίΞΛ্ճるύϑΥʔϚϯスΛࣔͯ͠
͍た͜とΛ໌Βかʹ͍ͯ͠るɻ·た、྆スίΞ
ؒの૬ؔؔは͘、-FOEJOH $MVC͕ಠࣗのΞ
ϧΰϦζϜσʔλར༻ʹΑͬͯ、ΑりσϑΥ
ϧトϦスΫの͍ઌのି͚͠Λޭͤͯ͞
͍たՄੑΛࢦఠ͍ͯ͠るɻな͓、චऀのる
のスऀۀผݸり、ຊʹ͓͍ͯは͜のΑ͏なݶ
ίΞΛೖख͢る͜とは͘͠、σʔλݩのۚ༥
Θれるɻࢥ։ࣔ͞れる͜と͍͠と໊͕ؔػ
ɹ͏ҰͭはԤभதԝۜߦʢ&$#ʣのΤίϊϛ
ストとΞΧσϛΞのऀڀݚʹΑるΫϩスϘʔ
μʔͰのۚࢿϑϩʔʹؔ͢る࿑࡞Ͱ͋る�ɻ͜
のڀݚは、ϢʔϩݍのΦϯγϣΞࢢͰ͋ると
ಉ࣌ʹ、ͦのۚ༥׆ಈはΦϑγϣΞۚ༥ηϯ
λʔとྨ͍ͯ͠ࣅるϧΫηϯϒϧΫ、ΞΠϧϥ
ϯυ、Φϥϯμと͍ͬたΦϯγϣΞɾΦϑγϣ
Ξۚ༥ηϯλʔʢ00'$ʣΛܦ༝͠たऔҾΛௐ
͠た্Ͱ、Ϣʔϩݍのۚ༥౷߹ύλʔϯの࢟
Λ͋Ϳりग़͢͜とΛతと͍ͯ͠るɻ֤ؒࠃͰ
の݊ূࡍࠃࢿのσʔλとͯ͠は、ਤද�の
ҹᶃのΈΛΠλϦΞかΒυΠπのࢿとͯ͠計

実証分析を生業とする研究者にとって、データは生産（＝研究のアウトプッ
ト）の大事な投入要素（＝研究のインプット）の一つである。これは研究者
に限った話ではなく、デジタル化の進んだビジネスの世界でも同様であ
る。ただし、データがあるだけでは、ディスクの容量を圧迫するだけであ
り、それをどう使いこなすか、埋没させないようにするか、という点が意
味のあるアウトプットを作っていく上では重要になってくる。
本稿では、年初に行われた米国経済学会の年次総会での最新報告を
踏まえて、「データ」に対する経済研究のアプローチを3つの視点から紹
介し、わが国への知見は何かを探ってみたい注1。

多
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平田英明
東京財団政策研究所 
主席研究員
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15ଟ༷Խ͢るσʔλΛͲ͏͍͜な͢かʙถࠃͰのಈかΒのݟʙ

ଌ͢るࡍࠃ௨՟ۚجʢ*.'ʣの$P*4౷計͕ଘࡏ
͢るɻ͕ͩ、ࢿϑΝϯυのհڌͰ͋ると
ಉ࣌ʹ、外ۀاࠃʹΑるࣜגࣾߦൃ࠴のத৺
とͯ͠のׂΛ୲͍ͬͯる00'$のӨڹΛແ
ϙδγϣϯのਅࢿのࠃ֤ݍると、Ϣʔϩ͢ࢹ
の࢟Λޡݟるʢਤද�ʣɻͦ͜Ͱ、൴Βは&$#の
ূ݊อ༗౷計、.PSOJOHTUBS� *OD�ʹΑる֤ϑΝ
ϯυのશੈքのอ༗ূ݊のσʔλ、00'$当ہ
かΒのσʔλΛΈ߹Θͤな͕Β、ۚࢿのಈ͖
Λ໌Βかʹ͍ͯ͠るɻ͍ͭ͘のڵຯਂ͍݁Ռ
͕ࣔ͞れ͍ͯた͕、ಛʹॏཁなʢ定ੑతʹはͦ͏
Ͱ͋Ζ͏と༧͞れ͍ͯたʣ定ྔత࣮ࣄは、࣮ࡍ
のϢʔϩݍのάϩスのର外ϙδγϣϯは、ࣜג、
ۚ、れެࣜ౷計のఔʢͭ·り͍ͣ݊࠴
༥のάϩʔόϧԽはͦ͜·ͰਐΜͰ͍な͍ʣと͍
͏͜とͩɻ
ɹࡍࠃతなۚ༥औҾ͕ਂԽ͍ͯ͠るΞδΞʹͭ
͍ͯ、γϯΨϙʔϧ߳ߓʢͦͯ͠౦ژʣのՌ
たׂ͢Λྀ͠ߟたಉ༷のੳ͕·れるɻ

最新研究にみるデータを巡る
視点②：�超長期データから見え

てくるもの
ɹ؍తʹかり͍͢ੳとͯ͠、ଟ͘のௌ
ऺΛूΊ、ൃ׆なٞとな͍ͬͯたの͕、$BMEBSB
FU BM�ʢ����ʣのใࠂͰ͋るɻ൴Βは、άϩʔό
ϧなෆ࣮֬ੑΛ計ଌ͘͢、৽ฉσʔλのςキ
ストੳΛࢉͯͬग़͞れたֶతϦスΫΠ
ϯσッΫスʢG3*ɿGFPQPMJUJDBM 3JTL *OEFYʣΛ༻͍、
Ձ֨のมಈֶ͕తなϦスΫʹΑͬͯ
たΒ͞れ͍ͯるかΛੳ͍ͯ͠る�ɻ͜のڀݚ
はΠϯσッΫスの։ൃऀたͪࣗʹΑるֶ
తϦスΫとΠϯϑϨʹؔ͢るڀݚͰ͋るɻ
ɹG3*は����Ҏ߱の࣍ΠϯσッΫスʢਤද
�ʣ、����Ҏ߱のάϩʔόϧな݄࣍ΠϯσッΫ
スと͍͏ظのσʔληットͰ͋り、͜れΛ
た7"3ʢ7FDUPS͠ۦ "VUP�3FHSFTTJPOɿϕΫト

注1　米国経済学会
（American Economic 
Association）は社会科学会
連合（ASSA：Allied Social 
Science Associations）の
一部であり、計量経済学会
（Econometric Society）な
どもASSAに含まれる。年
次総会では、ASSAに属す
る複数学会の研究発表が
3日間にわたり、2時間を一
枠、一日に4枠程度が組ま
れ、各枠では何十ものテー
マでのセッションが同時進
行で行われる。各セッショ
ンでの発表数は3～5つ程
となる。米国経済学会だ
けで各枠で20セッション
ほど、ASSA全体では50近
いセッションが開かれる。
2024年総会のプログラム
https://www.aeaweb.org/
Annual_Meeting/assa_ 
programs/ASSA_2024_
by_association.pdf

注2　ADについては、拙著
（2023）「景気動向分析に
おけるオルタナティブ・デー
タの現在地」東京財団政
策研究所Review, R-2022 
-133を参照。https://www.
tkfd.or.jp/research/detail.
php?id= 4209

注3　Jagtiani, Julapa, 
Catharine Lemieux, Brandon 
Goldstein. 2023.“Did Fintech 
Loans Default More During 
the COVID- 19 Pandemic? 
Were Fintech Firms“Cream 
Skimming”the Best Borrowers?”
mimeo.（https://www.
philadelphiafed.org/the-
economy/banking-and-
financial-markets/did-
fintech-loans-default-
more-during-the-covid-
19-pandemic）

注4　Beck, Roland, 
Antonio Coppola, Angus 
Lewis, Matteo Maggiori, 
Martin Schmitz, and Jesse 
Schreger. 2023. “The 
Geography of Capital 
Allocation in the Euro 
Area.”mimeo.（https://
ideas.repec.org/p/osf/
socarx/rzwd2.html）

注5　Caldara, Dar io , 
Sarah Conlisk, Matteo 
Iacoviello, and Maddie 
Penn. 2023.“Do Geopolitical 
Risks Raise or Lower 
Inflation?”mimeo. （https://
www.matteoiacoviello.
com/research_files/GPR 
_INFLATION_PAPER.pdf）

図表1 EU域内外の投資家がB社に投資をする仮想例

EU

ドイツ

Bの本社
⑤⑦

⑥

②

④

①

③

⑧

オランダ

Bの金融
子会社

EU以外の国々

投資家
企業

ルクセンブルク

投資
ファンド

イタリア

投資家

例えば、ドイツに本拠を置くB社が国内で発行した社債を、イタリアの投資家が購入する場合、矢印①の資金の動きと
なりそうだが、実務的にはもう少し複雑になることが多い。例えば、B社が、実際にはオランダにある金融子会社を通じ
て社債を発行する場合、OOFCの以下の役割を考慮する必要がある。この場合、イタリアからのB社債への投資は矢印
②～⑤、海外からの投資は矢印③および⑤～⑦で見る必要がある。

【証券発行の場としてのOOFCの役割】
イタリアの投資家の社債購入は矢印②の動きとなる。海外の投資家も同様に投資することがある（矢印⑥）。これらの
資金がオランダの子会社からドイツの本社に貸し出される（矢印③）。

【ファンド仲介のハブとしてのOOFCの役割】
イタリアの投資家が、ルクセンブルグの投資ファンドを通じて投資をしている場合、同ファンドが投資家の代わりに社債
を保有する（矢印④、⑤）。海外の投資家がそれを行う場合もある（矢印⑦、⑤）。また、海外投資家がEU外の企業の社
債に投資する場合に、同ファンドが同様の役割を担う場合、迂回投資が生じる（矢印⑦、⑧）。

（出所）Beck et al.（2023）をもとに筆者作成
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ϧࣗݾճؼʣੳ͕ߦΘれ͍ͯるɻ͜の͏ͪ、
࣍σʔλʹΑるੳͰは、ࠃ͕ઓとなͬ
た͜とのな͍ถࠃとͦのଞのࠃʑʢถࠃҎ外ʣ
ʹ͚たੳΛ͍ߦ、ถࠃҎ外ͰはֶతϦ
スΫの্ঢは׆ࡁܦಈのԼʹͭな͕るҰํ、
ถࠃͰは、ֶతϦスΫはGDPの্ঢʹͭな
͕͓ͬͯり、ͦのཧ༝とͯ͠はࣄ܉අの૿Ճ͕
͋ると͍ͯ͠るɻ͠か͠、ถ͓ࠃΑͼถࠃҎ外
の͍ͣれʹ͓͍ͯ、ֶతϦスΫのߴ·り
は、ެత࠴の૿Ճ、ࡍࠃқのݮগ、Ϛωʔ
の৳ͼ、ͦͯ͠ΠϯϑϨの্ঢのલஹとなる͜
と͕ࣔ͞れ͍ͯるɻ
ɹ$BMEBSB FU BM�ʢ����ʣのൃදとಉ͡ηッγϣ
ϯͰൃද͞れたෆ࣮֬ੑڀݚのୈҰਓऀͰ͋る
#MPPNΒのڀݚʢ#BLFS FU BM� ����ʣ͍ؔߴ৺
ΛूΊ͍ͯた�、�ɻͪ͜Βは࣍Ͱの��Χࠃʹ
͍ͭͯのظͰのגՁのδャϯプʢʶ���ˋのม
ԽとԾ定ʣʹӨڹΛ༩͑るχϡʔスใ͕Կか
Λ୳͍ͬͯるɻ۩ମతʹは、֤δャϯプʹؔ͢
るཌの֤৽ฉࣄهかΒ、トϨʔχϯάΛड͚
たઐՈ͕͕ࠦࣔ͢ࣄهるδャϯプのݪҼʹͭ
͍ͯのΧςΰϦʔԽΛ͍ߦ、ͦれΛσʔλԽ͠
ͯੳʹ༻͍͍ͯるɻな͓、৽ฉはࢢͰ͖ى
たδャϯプΛ౿·͑ͯݪҼΛղઆ͍ͯ͠るた
Ί、৽ฉࣄهの༰͕גՁʹӨ͠ڹたとͯ͑ߟ
͍るΘ͚Ͱはな͘、৽ฉ͕当࣌のࢢͰのड͚
る͜とʹなるɻ͍ͯ͑ߟΊΛඳ͍ࣸͯ͠るとࢭ
͜のڀݚถӳʹ͍ͭͯはͦれͧれ����、
����Ҏ߱のσʔλ、ͦれҎ外のࠃʑʹ͍ͭͯ
はओʹ����Ҏ߱のσʔλ͕ଘ͢ࡏるɻ
ɹ൴ΒのੳʹΑると、ओʹۚ༥ࡦとࢧ
ग़ʹؔ࿈͢るࡦχϡʔスは、શͯのࠃͰԼํ
のδャϯプΑり্ํのδャϯプΛҾ͖ى
ۚ、と͍͏ɻ·た͍ߴ͕߹ׂ͢͜ ༥ࡦのχϡʔ
スʹΑͬͯҾ͖͜͞ىれたδャϯプのޙのํ
͕、ଞのδャϯプのޙΑり、ࢢのมಈʢϘ
ϥςΟϦςΟʣはͣͬとখ͍͕͋͞る͜と
֬ೝ͞れ͍ͯるɻ͞Βʹ、δャϯプのཧ༝͕
໌֬Ͱ͋れ͋る΄Ͳ、δャϯプޙのมಈはখ
Βれると͍͏ɻݟ͕͍͞
ɹҰൠతʹはσʔλの定ٛのมԽなͲのたΊʹ、
ظのσʔλʹΑるϚΫϩࡁܦの࣮ূੳʹ
はͲ͏ͯ͠ݶք͕͋るɻ͠か͠、චऀのる
りͰは、ྫ͑#PSEPݶ BOE )FMCMJOHʢ����ʣの
Α͏な౷తなσʔλのظ౷計Λͬた
ੳ͕����Ҏ߱Μʹなͬた�ɻͦͯ͠、ݱ
σʔλͯ͠ۦతなςΫχッΫΛݱ、Ͱはࡏ

ʢ"DʣΛ࡞りग़͢͜とͰ、্هのจのΑ͏な
ੳとڀݚの͕͍͕ͯͬるとΈる͜と
͕Ͱ͖るɻ

注6　詳しくは2024年1月
6日の“Applications of 
Textua l  Analys is for 
Economics and Finance”
セッションを参照。

注7　Baker, Scott R., 
Nicholas Bloom, Steven 
J. Davis ,  and Marco 
Sammon. 2022.“What 
Triggers Stock Market 
Jumps?”mimeo.（https://
w ww . h b s . e d u / r i s /
Publ icat ion%20Fi les/
bigjumps_31cad713-
4c68-4174-b007-ece3508 
e0844.pdf）

注8　Bordo, Michael D., 
and Thomas Helbling. 
2004.“Have Nat iona l 
Business Cycles Become 
More Synchronized?”in 
Horst Siebert（ed.）The 
World’s New Financial 
Landscape: Challenges 
for Economic Policies, 
Springer Verlag.

注9　詳しくは2024年1月
5日開催の“The  Da t a 
Economy”セッションや1
月6日開催の“Uncertainty 
Shocks and Economic 
Fluctuations”セッションを
参照。

注10　Groh, Carl-Christian, 
and Oliver Pfäuti. 2023. 
“Data, Business Cycles, 
a n d  t h e  C y c l i c a l 
Effectiveness of Monetary 
Policy.”mimeo.（http://dx. 
doi.org/10.2139/ssrn. 
4665921）

注11　Farboodi, Maryam 
and Laura Veldkamp. 2022. 
“Data and Markets.”Annual 
Review of Economics, Vol. 
15, pp. 23-40.

最新研究にみるデータを巡る
視点③：�データがマクロ経済
　　　　活動の決め手に
ɹFίϚʔスのҰൠԽʹ͍、σʔλΛ੍͢るऀ
͕ϏδωスΛ੍͢ると͍͏ڧ͕·͍ͬͯる
と͍ΘれるɻϚΫϩࡁܦੳのதʹ、σʔλ
Λੜ࢈のҰཁૉとͯ͠໌ࣔతʹ৫りࠐΉ͕ڀݚ
͜のͰෳग़͖͓ͯͯり、ϚΫϩٴʹࡁܦ
΅͢ӨڹΛ͡たηッγϣϯ͕·れ͍ͯた�ɻ
ɹͦのதͰ、චऀのΛҾ͍たの͕、ϚΫϩ
λッάΛΜͰγ͕ऀֶࡁܦとϛΫϩऀֶࡁܦ
ϯプϧなϚΫϩࡁܦのཧϞσϧΛߏங͠た
GSPI BOE PGÅVUJʢ����ʣのൃදͰ͋る��ɻݸਓ
ใอޢΛతと͠たʮ&6Ұൠσʔλอنޢ
ଇʢGFOFSBM DBUB PSPUFDUJPO 3FHVMBUJPOʣʯのΑ͏
なσδλϧࢢ੍نは、プϥΠόγʔফඅऀ
อޢと͍͏؍Ͱ͡Βれる͜と͕ଟ͍͕、ච
ऀたͪは、σʔλʹۀا͍ڧのੜੑ࢈ʹӨڹΛ
༩͑る͜とΛ௨ͯ͡、ϚΫϩࡁܦʹ༩͑るΠϯ
ύΫトʹ͖ͩ͢と͍ͯ͑ߟるɻ
ɹ൴ΒのڀݚはཧڀݚのたΊ、۩ମతʹσʔ
λとはԿかと͍ͬた͜とʹは৮れな͍͕、σʔ
λ͕͞·͟·なܗͰੜੑ࢈ʹӨڹΛ༩͑る͜と
Λ͑ߟるɻ࣭の͍ߴσʔλΛ׆༻Ͱ͖るۀاは
ੜੑ࢈のࠐݟ্͕·れ、͞Βʹੜੑ࢈のมಈ
খ͘͞なると͑ߟるɻਖ਼֬なσʔλΛ׆༻Ͱ
͖るۀاは、ͦれΛϏδωスʹ׆か͠、Αり֬
࣮ੑの͍ߴϏδωスల։͕Ͱ͖ると͍͏ϝΧχ
ζϜͰ͋るɻ·た、'BSCPPEJ BOE 7FMELBNQ

ʢ����ʣのσʔλɾϑΟʔυόッΫɾϧʔプʢҎ
Լ、D'-ʣとݺれるΞΠσΞΛ৫りࠐΈ、Α
りଟ͘ੜ͢࢈るۀا΄Ͳ、Αりଟ͘のσʔλΛ
ੵ͍ͯ͘͠と͍͏ϝΧχζϜΛ͑ߟる��ɻྫ
͑、スϚʔトσόΠスΛ௨͡たσʔλऩू
ΫϦッΫスϧʔʢࠂなͲのϦϯΫ͕ΫϦッΫ

ʪλップʫ͞れたճΛ、&ϝʔϧΛૹ৴͠たな
Ͳの૯ӾཡͰׂͬたׂ߹ʣのੳΛੵかͭ
Ξップσʔト͍ͯͬ͠たۀاはΑりσʔλの࣭
ΛߴΊΒれるɻ݁Ռとͯ͠、ۀاのσʔλΛऔ
りѻ͏ྗ͕、ੜతʹ͞Βなるσʔλのੵ
ʹͭな͕るɻ
ɹ͜の݁Ռ、ࡁܦのதͰσʔλのར༻Մੑ͕
શମʹӨࡁܦ、߹な͍͘ڧ͕-'ると、D·ߴ
、のมԽʹରͯ͠ੑ࢈Λ༩͑るϚΫϩのੜڹ
σʔλのΞΫηスʹ͕͋ۀا͍ڧ·りԠ͠
な͘なるたΊ、景気のมಈ෯͕খ͘͞なるɻͩ
͕、D'-͕͍ڧঢ়گͰは、σʔλのΞΫηス
のۀا͍ڧはϚΫϩのੜߴ͕ੑ࢈·ͬた߹、
D'-Λ௨ͯ͡͞ΒʹϏδωス͕ௐʹな͍ͬͯ
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17ଟ༷Խ͢るσʔλΛͲ͏͍͜な͢かʙถࠃͰのಈかΒのݟʙ

͘ɻͦの݁Ռ、景気のมಈ෯はେ͖͘なるɻ
ɹ࣮ࡍʹ͜のΑ͏なϝΧχζϜは"NB[PO�DPN
のΑ͏なେݦʹۀاஶʹݟΒれるӨͩڹと͑ߟ
Βれるɻͦͯ͠、FίϚʔスのେۀاσʔλ
Λ༗ޮ׆༻͢るେ͕ۀاϚΫϩࡁܦʹ༩͑るΠ
ϯύΫト͕、Αりେ͖͘な͍ͬͯ͘ϝΧχζϜ
Λత֬ʹඳ͍ࣸͯ͠ると͑ߟΒれるɻ

おわりに
ɹԤถのऀڀݚʹΑる্ड़のΑ͏なڀݚใࠂʹ
৮れると、ର外ެද͢る͜と͕͍͠ઐ༗σʔ
λʢQSPQSJFUBSZ EBUBʣΛۀا当ऀڀݚ͕ہʹ
ఏ͢ڙる、͍Θσʔλʹؔ͢るֶ࢈の࿈ܞ
る͜と͕Α͘かるɻσʔλの͍ͯͬ·ڧ͕
ཧΛ͏ߦʹ֨ݫඞཁは͋る͕、当ͦऀࣄれͧれ
Ռの༰Λる͜とのϝϦット͕͋ڀݚʹ
り、ࡦతなҙٛ͋る͜と͕ೝࣝ͞れ͍ͯる
ڀݚͰ、੫σʔλのࠃͰ͋Ζ͏ɻΘ͕ނ͕
ऀのར༻ػձのఏڙなͲ͕࢝·͍ͬͯる͕、

ຽؒのۀا、、ऀڀݚの࿈ܞʹΑるཻの
͠ظる͜とΛ͕͕ڀݚたͬσʔλΛ͍ߴ
た͍ɻ
ɹٛ、ʹޙ࠷Ͱのઐ༗σʔλʹ͍ͭͯは、ۀا
෦ͰߏԽɾதԝԽ͢る͜との༗ޮੑ͕ҙࣝ
͞れ͖͍ͯͯる͜とΛࢦఠ͓ͯ͘͠ɻDBWFOQPSU
BOE 3FENBOʢ����ʣ͕ ఠ͢るΑ͏ʹ、ઐ༗σʔࢦ
λの༗ޮ׆༻は、ʮ࣋ଓՄなڝ૪༏Ґのߏஙʯ
ʹ݁͢る��ɻࠓճのग़ுの๚ઌۀاͰ、
ྫ͑PD'ϑΝΠϧϕʔスの٬ސใのΑ͏な
ʹԽ͠、ࣾߏԽ͞れ͍ͯな͍σʔλߏ
Β͍ͬͯたσʔλΛҰͭのγʔトʹ·とΊࢄ
る͜とʢσʔλのதԝԽʣのՁ͕͘ೝࣝ͞れ
͍ͯたɻ͜れは、ίϩナՒͰࡏۈ͕͕る
தͰ、ࣾͰのใڞ༗のඞཁੑ͕ҙࣝ͞れた
͜とޙԡ͠ʹなͬたΑ͏ͩɻதԝԽʹΑり、
֤σʔλのಁ໌ੑɾ৴པੑ、ใߋ৽のස、
औಘίストなͲʹҙ͕ࣝ͘Α͏ʹなͬたと
͍͏ɻҰ࿈のऔりΈʹ"*ΛͲ͏͏かʹ͍ͭ
ͯは、͕͋ޡࡨߦࢼるΑ͏͕ͩ、͜のΑ͏なऔ
りΈはޙࠓ·͢·͢ਐΉのと༧͞れるɻ

注12　Davenport, Thomas 
H., and Thomas C. Redman. 
2020. “Your Organization 
Needs a Proprietary Data 
Strategy.” Harvard Business 
Review.

図表2 ヒストリカル地政学的リスクインデックス（HGRI）
指数が大きいほど、地政学的リスクが高まっていることを示す。古くは、日露戦争（①）、2つの世界大戦（②、③）、過去数十年では湾岸戦争（④）、
米国同時多発テロ（⑤）などで数値が上昇している。

（注）縦軸は1900－2019年の平均を100に基準化した指数。横軸は時系列。サンプル期間は1900年1月～2023年12月。
（出所）www.matteoiacoviello.com/gpr.htmより2024年1月22日にダウンロードし、一部筆者加筆
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戦力を測るために
作成されたGDP
ɹGDPとは、GSPTT DPNFTUJD PSPEVDUʢࠃ૯
ੜ࢈ʣのུͰ、Ұ定ࠃʹؒظҬ͕ग़͠た
ՃՁΛද͢ɻととはʮྗࠃʯΛද͢
のとͯ͠࡞Βれたɻ����ʹถࠃͰGDP͕ॳΊ
ͯൃද͞れた͕、ઓ૪Λ͢ߦるたΊのੜྗ࢈
͕Ͳのఔ͋るかΛଌる౷計とͯ͠ొ͠たɻ
ɹୈੈ࣍�քେઓޙ、GDP౷計はࡁܦのࢦ
ඪとͯ͠ී͍ͬͯ͠ٴたɻҰํͰ、GDP౷計ʹ
ର͢るջٙతなํݟ͍ࠜڧɻ����かΒ
����ॳ಄ʹか͚ͯ、ʮ͘たれG/Pʯと͍
ඪとͯ͠GDPͰࢦはओཁ࣌たʢ当͠ߦ༿͕ྲྀݴ͏
はな͘G/PʪGSPTT /BUJPOBM PSPEVDUɿࠃຽ૯ੜ࢈ʫ
Λ૿͞ࠁ͕ਂެ、࣌Θれ͍ͯたʣɻ当͕

͓ͯ͠り、G/P͕૿͑ͯ͑૿͕ײな͍͜
との൷ͩͬたɻ
ɹࡏݱGDP౷計͕๛か͞Λଊ͍͑ͯな͍のͰ
はな͍かと͍͏൷はଟ͍ɻۙ࠷Ͱは、����
ʹ、スςΟάϦッπ、ηϯ、ϑΟトΡγ͕·と
ΊたʮࡁܦՌとࣾձਐาのଌ定ҕһձʢスςΟ
άϦッπҕһձʣใࠂॻʯ͕GDPのաのґ
ଘΛ͠ࠂܯたɻGDPΛ͑たࢦඪとͯ͠ओ؍త
れ、ͦのྲྀれは͞ࢹʢ8FMM�#FJOHʣ͕ॏ
ଓ͍͍ͯるɻࡏݱ
ɹGDPはҙ外ʹ৽͍֓͠೦Ͱ͋り、࡞͞れͯ
かΒ���͍ͯͬܦな͍ɻ͕ۀத৺ͩͬ
た࣌ʹ࡞Βれ、αʔϏスۀなͲ৽ۀ࢈ڵΛ͏
·͘ଊ͑Βれな͍と͍͏͋るɻ͠ か͠、
͜れ·ͰのใのੵΛ౿·͑、ͦのݶքΛҙ
ࣝ͠な͕Βదʹ׆༻͍ͯ͘͜͠と͕େࣄなの
Ͱはな͍かと͏ࢥɻ

国内総生産（GDP）はもともと戦争遂行のための国力の測定から始まっ
ており、製造業中心の経済活動を測るものとして作成された。第2次世
界大戦後、GDP統計は経済成長の指標として普及していった。GDP統
計は、年次、四半期といった期種、都道府県、国、多国間比較といった地
域でさまざまな組み合わせができる。本研究プログラムでは、都道府県
別月次実質GDPの推計と分析を研究の一つの柱とした。新型コロナウ
イルスの感染拡大からの回復状況などを都道府県別に調べた。また、

20年間の長期平均成長率を国別に比較し、日本は高齢化や円安の影響でドルベースでの伸びが抑え
られているが、そもそも数量ベースでの成長率が台湾や韓国より低いことを指摘した。
今後の大きなテーマは、2025年の基準年改定である。新たな国際的な基準は2025年3月に「2025 
SNA」として採択される予定であり、①デジタル化、②グローバル化、③ウェルビーイング及び持続可能
性が柱となっており、改定の必要性や意義などについて、研究していく必要がある。
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図表1　GDP統計の期種別・地域別の整理

年　次 四半期 月　次
都道府県 県民経済計算 四半期速報 都道府県別月次実質GDP
国 年次推計 四半期速報（QE） 月次GDP
多国間 世界銀行（WDI） OECD（QNA） 英国、カナダなど

（注）セルを色付けしたものは公的統計として発表されているもの。
（出所）筆者作成
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さまざまなGDPの切り口
―期種と地域
ɹGDPはجຊతʹはҰࠃのՃՁֹΛද͢
͕、͞·͟·な͕ํ͍ՄͰ͋るɻ࢛、࣍
݄࣍、ظと͍ͬたظछΛʮྻʯʹ、ಓݝ、
ʯʹ͚ͯߦൺֱと͍ͬたҬΛʮؒࠃଟ、ࠃ
ཧ͢るとਤද�ʹなるɻ
ɹجຊはࠃのGDPͩɻχϡʔスなͲͰ࠷ʹ
͢る͜と͕ଟ͍のは、࢛ظผGDPใʢ2&ɿ
2VBSUFSMZ &TUJNBUFTʣͩΖ͏ɻҰࠃの࢛͝ظ
との׆ࡁܦಈΛΈるのʹॏཁな౷計Ͱ、͕
景気のݱঢ়Λஅ͢るࡍʹॏ͍ͯ͠ࢹるɻ
ɹຖ、��݄ʹは࣍推計͕ൃද͞れるɻʹ
�ճൃද͞れるのͰ、࣍推計とݺれるɻҎ
લは֬ใとݺΜͰ͍たのͰ、2&Αりਖ਼֬な
σʔλΛ͍、࣍のσʔλ͕த৺ͩɻ݄࣍
GDPは、GDPΛ݄࣍Ͱ推計͢るのͰ、ຊ
ηϯλʔなͲ͕推計͍ͯ͠るɻڀݚࡁܦ
ɹಓݝผのGDPʹ૬当͢るのは、ݝ૯ੜ
ରԠʹࢉ計ࡁܦຽࠃのࠃ、Ͱ͋るɻ౷計໊は࢈
は࢈૯ੜݝれるɻݺとࢉ計ࡁܦຽݝ、ͯ͠
શମのಈ͖Λแׅతʹ͕ࣔ͢、ൃද͕͍ɻݝ
����のは�����݄લޙʢಓݝʹ
Α͕ͬͯࠩ͋るʣʹൃද͞れたɻ�れͰ
͋るɻἚݝ、ฌݝݿ、ԬݝͰは、ݝ૯ੜ
͞れ͍ͯる͕、ଞの࡞ใ͕ظ࢛の࢈
ಓݝͰは࢛ظσʔλはな͍ɻ͜のたΊ、ຊ
GDP࣭࣮࣍ผ݄ݝプϩάϥϜͰは、ಓڀݚ
Λ࡞ͯ͠ੳ͠たɻ
ɹҰํ、GDP౷計はࡍࠃظൺֱՄͩɻܦ
ظのͰは、��、��と͍ͬたࡁ
ʹΘたるGDPの਼

㆙ㆄ


㆛ㆂ

Λ͍ͯ͠ڀݚるɻ֤ࠃผʹ
౷計Λऩू͢る͜とͰ͖る͕、ੈքۜߦࠃ
ࠃ֤、Ͱܗʢ*.'ʣͰはൺֱՄなۚج௨՟ࡍ
σʔλΛఏ͍ͯ͠ڙるɻ
ɹ࣍౷計とͯ͠は、ੈքۜߦの8D*ʢ8PSME
DFWFMPQNFOU *OEJDBUPSTʣ͕ศརͰ͋るɻ࢛ظ

のσʔλͰは0&$Dʢྗڠࡁܦ։ൃߏػʣのσʔ
λϕʔスʹ2/"ʢ2VBSUFSMZ /BUJPOBM "DDPVOUTʣ
͕͋るɻ݄࣍のࡍࠃൺֱσʔλはな͍͕、ӳࠃ
ΧナμなͲ͕ެత࣌計とͯ͠GDP౷計Λެද
͍ͯ͠るɻ

都道府県別月次実質GDP―新型
コロナウイルスの流行で意義が拡大
ɹಓݝผ݄࣭࣮࣍GDPは、GDPΛಓ
ඪのࢦͰ推計͠たのͰ͋るɻ͜の݄࣍ʹผݝ
ҙٛはࢁᖒʢ����BʣͰৄ͘͠ड़たɻجຊతʹ
は、ݝຽ૯ੜ࢈のൃදの͞Λิ͢るのͩ
͕、৽ܕίϩナウΠϧスのײછ֦େ࣌ʹは、ඞ
ཁੑΛߴΊたɻ
ɹ৽ܕίϩナウΠϧスのײછ֦େࣄٸۓ、࣌ଶ
એݴのൃྩなͲײછ੍ࡦと׆ࡁܦಈとのト
ϨʔυΦϑ͕となͬたɻײછΛ੍͢るた
ΊʹはͰ͖る͚ͩਓのྲྀれΛࢭΊるඞཁ͕͋る
͕、ͦれは׆ࡁܦಈのఀΛたΒ͢ɻͲのఔ
ਓྲྀΛ੍͢るとͲのఔ׆ࡁܦಈ͕ॖখ
͢るのかΛるඞཁ͕͋ͬたɻ׆ࡁܦಈΛද͢
ʹはGDP͕࠷దͰ͋る͕、Ҭ͝とʹײછঢ়گ
͕ҧ͏たΊ、ಓݝผのGDPΛଌるඞཁ͕
͋ͬたɻ
ɹࣄٸۓଶએ͕ݴͲのఔ࣮࣭GDPΛ੍͠た
かʹ͍ͭͯは、ࢁᖒʢ����BʣͰड़た͕、����
�݄ʹൃྩ͞れた�ճのࣄٸۓଶએݴは、࣮
࣭GDPΛ���ˋݮগͤ͞た͜と͕かͬたɻ
ɹ�����݄��のຊࡁܦ৽ฉͰは、ʮσʔ
λͰΈるҬ࠶ੜʯのಛूࣄهのσʔλとͯ͠
ຊڀݚͰੳ͍ͯ͠るಓݝผ݄࣭࣮࣍GDP
ผ࣮࣭ݝり্͛Βれたɻ����のಓ࠾͕
GDPのಈ͖Λಓݝผʹੳ͠たࣄهͰ͋
るɻ֤ํࡁܦ໘Ͱは、֤Ҭのಓݝผ݄
ॻかれた͕ࣄهGDPʹ͍ͭͯੳ͠た࣭࣮࣍

ʢਤද�ʣɻ

図表2　都道府県別月次実質GDPに関する日本経済新聞朝刊の見出し
全　国 半導体で新「企業城下町」　GDP、コロナ前超え8県　経済安保で国内生産重視
北海道 道内GDP、公共投資支え　新幹線延伸や高速網整備　訪日客回復も追い風に
東　北 地域別GDP　岩手回復、半導体がけん引　青森、1次産品輸出伸びる　宮城、ビジネス需要減響く
関　東 都GDP、回復鈍く　個人消費冷え込みで　中小設備投資には動き
信　越 北信越5県のGDP　福井回復、4県も底堅く　新幹線・高速道整備けん引　新潟、電子部品など伸びる
中　部 県GDP、半導体が左右　三重、電子部品の投資活発　愛知、部品不足で車減産
関　西 万博・防災…公共投資が支え　関西GDP、製造業苦戦補う　成長へ民需誘発カギ
中四国 中四国のGDP　鳥取、卸売市場の整備進む　衛生意識高まり付加価値
九　州 新幹線・半導体投資が寄与　長崎県21年度GDP　コロナ前水準超え　観光・街づくりにも力

（注）2023年2月18日日本経済新聞朝刊の見出し。全国は2面、地域別記事については各地方経済面。
（出所）筆者作成



日本の低迷
―多国間の長期成長力をみる
ɹ͝ࠃとʹൺֱՄなظσʔλ͕ੵ͞れͯ
͍るのGDP౷計のັྗͰ͋るɻࡍࠃ࿈߹͕࡞
ج४ΛܾΊ͍ͯるのͰ、ࡍࠃൺֱ͕ՄͰ͋
るɻσʔλはੈքۜߦの8D*なͲͰೖखͰ͖
るɻのσʔλʹ͍ͭͯは、ΞδΞ։ൃۜߦ
ウΣϒαΠυの,FZ *OEJDBUPST DBUBCBTFʢ,*D#ʣ
ͰೖखͰ͖るɻ
ɹࢁᖒʢ����CʣͰ͠たのは、ຊの�ਓ当
たりGDPのͰ͋るɻυϧͯݐ�ਓ当たり
GDP͕ؖࠃΑり͘なるՄੑ͕͘ߴ
な͍ͬͯるɻ����かΒ����·Ͱのυϧͯݐ
�ਓ当たりGDPはຊ͕���ˋݮগ͠たのʹ
ର͠、ؖࠃは���ˋ、は���ˋ͠たɻࠃ
جͰൺֱ͢るの͕ͯݐൺֱΛ͢る߹はυϧࡍ
ຊ͕ͩ、ҝସϨʔトՁ্ঢなͲ͞·͟·な
ཁҼͰมԽ͢るたΊ、なぜຊのGDPは͠
͍ͯるのか、ཁҼղΛࢼΈたɻ
ɹຊߘͰは、
ɹᶃੜ࢈ྸਓޱ当たり࣮࣭GDP
ɹᶄ�ਓ当たり࣮࣭GDP
ɹᶅ�ਓ当たり໊GDP
ɹᶆυϧͯݐ�ਓ当たりGDP

――Λͦれͧれ計͠ࢉたɻਓߏޱཁҼʢᶃˠᶄʣ、
ՁཁҼʢᶄˠᶅʣ、ҝସϨʔトཁҼʢᶅˠᶆʣ
ʹΑͬͯͲのఔ͕ࠨӈ͞れ͍ͯるのか͕
かるɻ
ɹͦの݁Ռ、ຊͰは、ਓߏޱཁҼ、ՁཁҼ、
ҝସϨʔトཁҼのશ͕ͯϚΠナスʹಇ͍͍ͯ
るɻ͜͏͠たཁҼは、ؖࠃ、Ͱはେ͖͘
ΛҾͬு͍ͬͯな͍ɻ͠か͠、͖͢は、
当たり࣮࣭GDPのޱྸਓ࢈Ͱ͋るੜى
の͞Ͱ͋るɻՁ֨ཁҼなͲͰݮり͠た෦
͋る͕、ととのຊのྔϕʔスͰの
GDPྗの͕͞なのͰ͋るɻ

法人企業統計の速報化
ɹGDPは͋るҙຯͰはෆશな౷計Ͱ、վળ͢
͖はଟ͍ɻは、�Λجຊ୯Ґとͯ͠
౷計վળの計ըΛཱ͓ͯͯり、����はୈᶙ
ऴ࠷ຊ計ըʢ����ʙ����ʣのجظ
ͩͬたɻ
ɹୈᶙجظຊ計ըͰは、๏ਓۀا౷計のใԽ
͕ۄのҰͭと͞れたɻGDP౷計のதͰ࠷ૣ
͘ൃද͞れる࢛ظผGDPใʢ2࣍�&ʣと�ϱ
とのվగ෯のେ͖͕͞&2࣍�ද͞れるൃʹޙ݄
ҎલかΒʹな͍ͬͯたɻか͍のݪҼのҰ
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図表3 日本の数量ベースでの成長力の低さが問題

（出所）アジア開発銀行（ADB）、主要経済指標をもとに筆者作成
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ͭは、๏ਓۀا౷計Λ2࣍�&ͰॳΊͯ͜͏と
Ͱ͋るɻ͜のたΊ、ୈᶙجظຊ計ըͰは๏ਓا
ݺ౷計のҰ෦Λલͯ͠͠ௐࠪʢଳௐࠪとۀ
Ϳʣ͠、͏͓ʹ&2࣍�と͍͏ඪཱ͕ͯΒれ
たɻ͠か͠、ଳௐࠪはۀاのใऀࠂෛ୲͕ॏ
͘、ਫ਼্ʹͭな͕Βな͍͜と͕かͬたɻ
ɹ͜のղܾ๏とͯ͠ࢁᖒʢ����CʣͰは�ͭのҊ
ΛఏҊ͠たɻʢ�ʣ2࣍�&څڙଆσʔλのΈΛ
、る͢౷計のଳௐࠪΛՃۀاʢ�ʣ๏ਓ、͏

ʢ�ʣ2࣍�&Λڅڙଆ౷計のΈͰ推計͢る――Ͱ
͋るɻ͜のఏҊは、౷計ҕһձ୲当ࣨかΒのཁ
͋り、�����݄のࠃຽࡁܦ計ࢉମܥత
උ෦ձͰൃද͠たɻ
ɹ͠か͠、ݱঢ়Ͱは͜のはղܾ͍ͯ͠な͍ɻ
౷計ҕһձͰはସతな౷計とͯ͠、ʮ๏ਓا
͓ͯ͠౼ݕとなͲΛ͜͏景気༧ଌௐࠪʯΛۀ
り、ୈᶚجظຊ計ըͰҾ͖ଓ͖ݕ౼՝となͬ
たɻޙࠓٞのܦաΛݟकるඞཁ͕͋るɻ

次の課題は
2025年の基準年改定
ɹGDP౷計のޙࠓのେ͖なςʔϚは、����の
����४はجతなࡍࠃ४վ定Ͱ͋るɻ৽たなج
�݄ʹʮ����4/"ʯとͯ͠࠾͞れる༧定Ͱ
͋るɻֳはࠃ࿈0&$Dʹੵۃతʹؔ༩͠
ͯ、Ͱ͖る͚ͩかʹಋೖ͢ると͍ͯ͠るɻ
�����݄��の౷計ҕһձࠃຽࡁܦ計ࢉମܥ
తඋ෦ձͰ、ֳはʮ����4/"ʢԾশʣʹ
ʯΛൃද͠たɻ༰はେ͖͘ᶃσδگたঢ়͚
λϧԽ、ᶄάϩʔόϧԽ、ᶅウΣϧϏʔΠϯά
ଓՄੑ――ͦれͧれのରԠͰ͋るɻ࣋ͼٴ

ɹσδλϧԽʹ͍ͭͯは、σʔλ͕ࢿຊԽ͞れ
るɻσʔλとは、ݸผ͕ͭ࣋ۀاച্ߴなͲσδ
λϧࣜܗͰه͠たのの͜とΛ͢ࢦɻ܁りฦ
͠ੜ׆࢈ಈʹར༻͞れるのͰ、ݻ定࢈ࢿの֓೦
ʹ߹க͢るɻσʔλϕʔスとͯ͠ཧอଘ͠た
り、ੳ͠たり͢る͜とʹΑりੜدʹ࢈༩ͯ͠
͍るɻ����4/"Ͱはσʔλʹର͢るઃඋ͕ࢿ
৽たʹ計্͞れるのͰͦのGDPはେ͖͘なるɻ
ɹάϩʔόϧԽʹ͍ͭͯは、ϚʔέςΟϯάࢿ
࢈ࢿয͕当た͍ͬͯるɻϚʔέςΟϯάʹ࢈
とは、ൢചଅਐのたΊʹཱͭ࢈ࢿの͜とͰ、
ϩΰ٬ސϦストなͲͰ͋るɻάϩʔόϧۀا
れͯ͞ࢹઘとͯ͠ॏݯʮϒϥϯυྗʯの͕ͭ࣋
͍るɻ����4/"Ͱは、ݻ定࢈ࢿʹ計্͞れるݟ
௨͠Ͱ、ઃඋࢿの૿ՃΛ௨ͯ͡GDPΛ૿͢
ಇ͘ɻʹํ
ɹウΣϧϏʔΠϯάٴͼ࣋ଓՄੑʹ͍ͭͯは、
ॴಘ࢈ࢿのओ්࿑ಇ、ਓతࢿຊストッ
ΫなͲ͕計ଌ͞れるݟ௨ͩ͠ɻ͜れΒʹ͍ͭͯ
はαςϥΠトצ定ʢิॿతなצ定ʣʹ計্͞れ
るのͰ、GDPΛ૿͢Θ͚Ͱはな͍ɻGDP
かΒݻ定ࢿຊݮΛ߇আ͠たのΛ/DPʢࠃ
७ੜ࢈ʣとݺͿ͕、ݻ定ࢿຊݮʹՃ͑ࣗવࢿ
আ͢߇ׇރなͲʣのݯࢿʢ߭、Τωϧギʔݯ
るݟ௨͠Ͱ、/DPのॏཁੑ͕ΫϩʔζΞップ͞
れるɻ
ɹGDP౷計はվ定のたͼʹੜࢿ࢈ຊのൣғ͕
͘なり、ͦの૯ֹ͕૿͍͑ͯるɻվ定ཁҼ
ͰGDP͕૿͑るとʮਫ૿͠͠たのͰはな͍かʯ
と͍͏͕ٞඞͣ͜ىるɻਫ૿͠なのか߹ཧత
なมߋなのかʹ͍ͭͯは、վ定ঢ়گΛਫ਼ࠪɾݕ
ূ͍ͯ͘͜͠と͕େͩɻ

図表4　法人企業統計速報化と代替案
1次QE 2次QE

現行 供給側＋需要側（供給側統計を加工して推計） 供給側＋需要側（法人企業統計）
第Ⅲ期基本計画での目標 供給側＋需要側（法人企業統計付帯調査） 供給側＋需要側（法人企業統計）
代替案１ 供給側のみ 供給側のみ
代替案２ 供給側＋需要側（法人企業統計付帯調査を加工） 供給側＋需要側（法人企業統計）
代替案３ 供給側のみ 供給側＋需要側（法人企業統計）

（出所）筆者作成
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取り組みを振り返って
ɹGDPナウキャストは、lࠓz͍ͯͬ͜ىるࡁܦ
のมԽΛө͠ग़͢σʔλΛར༻͠、ެදʹઌཱ
ͪ、͍ͪૣ͘GDPのlࠓzの࢟Λ༧ଌ͢るの
と͑ݴる͕、ͦのׂは、GDPΛਖ਼͘͠༧ଌ͢
る͜とととʹ、ʑެද、ߋ৽͞れる࠷৽の
σʔλΛとʹ༧ଌΛ܁りฦ͢͜とͰ、ࡁܦの
lࠓzʹؔ͢るධՁΛৗʹ࠷৽ののとΞップ
σʔト͢る͜とʹ͋るɻຊߘͰは、ಛʹ、લऀ
のGDPΛਖ਼͘͠༧ଌͰ͖たのかと͍ͬたʹண
͠、ͦのύϑΥʔϚϯスΛৼりฦる�ɻ

ɹਤද�Ͱは、͜の�ؒʹ࣮͖ͯ͠ࢪた、����
ୈ࢛�ظʢ����2�ʣʙ����ୈ࢛�ظʢ����2�ʣ
ʹか͚ͯのGDPナウキャストの࠷ऴ༧ଌʢ༧ଌ
ର࢛ظʹؔ͢る�か݄のใΛ͓͓ΉͶશͯ
ར༻ͯ͠͏ߦ߹の༧ଌɻ௨ৗ、࣍�ใެදの
લʹ࣮ࢪʣの݁ՌΛ、GDPの࣍�ใ、ͦ
ͯ͠ຽؒのίϯηϯαス༧ଌの݁Ռととʹࣔ
͍ͯ͠る�ɻ
ɹ͜の͏ͪ、����2�Ҏ߱の݁Ռʹ͍ͭͯは、
ͦれΑりલのؒظとҟなり、༧ଌਫ਼の্Λ
తとͯ͠、�����݄ʹ࣮͠ࢪた༧ଌϞσϧ
のվ定Λө͠たのとな͍ͬͯる�ɻͦ ͜Ͱ、
Αり͍ߴਫ਼͕ظ͞れるվ定൛Ϟσϧʹͮج

昨今、公的統計といった伝統的なデータに限らず、位置情報や検索情
報、POS売上データなどのいわゆるオルタナティブ・データを含むさまざ
まなデータの活用が進み、データ分析へのニーズが高まる中、「ナウキャ
スト」と呼ばれる“今”を予測する取り組みが加速している。一国の経済
活動を体系的に捉えるGDPについても、欧米経済を中心に、日本も含
め、近年、ナウキャストの取り組みが加速してきた注1。
こうした中、東京財団政策研究所においても、研究プログラム「エビデン

スに基づく政策立案（EBPM）に資する経済データの活用」の一環として、2021年12月より、わが国経済
を対象としたGDPナウキャストの定期公表を行ってきた注2。そこで、本稿では、2年にわたるこれまでの取
り組みを振り返り、その成果を評価してみたい。GDPナウキャストは、なぜ当たり、なぜ外れるのだろうか。
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図表1 GDPナウキャスト（最終予測）と公表値（1次速報値）の比較

（出所）筆者作成。民間のコンセンサス予測の結果は、「ESPフォーキャスト調査」（日本経済研究センター）を利用。
（備考）2023Q4の結果については、原稿執筆後に追加（1次速報値の▲0.11％に対し、GDPナウキャストは▲0.23%）。
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݁͘ՌΛ、����2�Ҏ߱ʹ͍ͭͯݟると、
ɾ�����2�ʢ࣍�ใの˛����ˋʹର͠、GDPナ

ウキャストは����ˋʣ、͓Αͼ����2�ʢ࣍�ใ
の����ˋʹର͠、GDPナウキャストは����ˋʣ
Ͱ、࣍�ใとのဃ͕ಛʹେ͖͍、

ɾ�ଞํ、ͦれҎ外のظʹ͍ͭͯは、プϥス、
ϚΠナスと͍ͬたූ߸ؚ݅Ί͓͓Ή
Ͷ࣍�ใと߹త、

と͍ͬた݁Ռ͕ಘΒれたɻ
ɹ����2�、����2�ʹ͍ͭͯは、ίϯηϯαス
༧ଌʹ͍ͭͯ、GDPナウキャストとಉ༷の݁
Ռとな͍ͬͯる͕、なぜ、༧ଌϞσϧはਖ਼͘͠
ใΛ༧ଌ͢る͜と͕Ͱ͖なかͬたのͩ࣍�
Ζ͏かɻ͜の�ͭの࣍�、͍ͯͭʹظใと͠
ͯެද͞れたGDPのཁҼΛ୳ると、࣮は、
����2�ʹ͍ͭͯは༌ೖのେ෯な૿Ճʢ࣍�ใ
の˛���ˋʹର͢る༌ೖのد༩は˛���ˋϙΠϯト
とधཁ߲Ͱ࠷େʣ、����2�ʹ͍ͭͯは༌ೖのେ
෯なݮগʢ࣍�ใの���ˋʹର͢る༌ೖのد༩
は���ˋϙΠϯトとधཁ߲Ͱ࠷େʣと、͍ͣれ
GDPのมԽのഎޙʹ༌ೖのಈ͖͕େ͖͘Ө͠ڹ
͍ͯた͜と͕֬ೝͰ͖るɻ

GDPナウキャストが当たる時
ɹGDPナウキャストͰは、景気とのؔ࿈͕͍ڧ
ෳのࢦࡁܦඪΛとʹ景気Λ推定͠、ͦのಈ
͖かΒGDPΛ༧ଌ͍ͯ͠るɻ͜の࣌、景気推定
ʹ༻͍るม、۩ମతʹは、ࢿຊࡒʗফඅࡒग़
ՙࢦ、ୈ׆ۀ࢈࣍�ಈࢦ、ফඅ׆ಈࢦ、
࣮࣭༌ग़、৽ٻنਓ、ॴ定外࿑ಇؒ࣌、ͦ͠
ͯ景気ウΥッνャʔௐࠪかΒಘΒれるใΛ
GDPの֓೦ʹরΒͯ͠ཧ͢ると、ᶃࠃࢧग़

ʢຽؒ࠷ऴফඅࢧग़、ຽؒࢿ、ࢧग़の߹計Ͱ
͋り、ҰൠʹはधとݴΘれるʣʹ、ᶄ༌ग़ΛՃ
͑たのと͑ݴ、GDPナウキャストͰは、͜͏
͠たใʹ͖ͮج景気の推定、ͻ͍ͯはGDPの
༧ଌΛ͍ͯͬߦると͑ߟる͜と͕Ͱ͖るɻ
ɹ͜͜Ͱ、ᶃࠃࢧग़ʹは、ࠃ外ͰੜΈग़͞れ
たࡒαʔϏスのࢧग़ʢ͍ΘΏる༌ೖʣΛؚ
Ή͕、͜の༌ೖʹ͍ͭͯは景気とਖ਼の૬ؔʹ͋
り、景気推定Λ͏ߦ߹ʹは、GDPの計ࢉͰߦ
Θれる߇আと͍ͬたॲཧとはѻ͍͕ҟなるʢ߇
আ͢るඞཁな͘、·た、߇আ͢る͜と͕Ͱ͖な͍ʣɻ
ɹཁ͢れ、ҎԼʹࣔ͢Α͏ʹ、GDPナウキャ
ストʹ͓͍ͯར༻͢るใと࣮ࡍのGDPのΧό
Ϩッδの͕ࠩখ͘͞なる͍͑ݴ、࣌れ、༌
ೖのӨ͕ڹখ͍࣌͞、ナウキャストの༧ଌと
GDPの͕ۙ͘なる͜と͕͑ߟΒれるɻ

ɾナウキャストͰར༻͢るใ
国内支出＋輸出

ɾGDP
国内支出＋輸出－輸入

ɹٯʹ、Ͳ͏͍ͬた߹ʹGDPナウキャストの༧
ଌと࣮ࡍのGDPの͕ဃ͢る͜とʹなるのͰ
͋Ζ͏かɻͦれは、༌ೖのӨ͕ڹେ͖͍࣌と͑ߟ
る͜と͕Ͱ͖る͕、ͦのࡍのဃは、࣮推計্の
քΛഎ景とͯ͠GDPの֓೦্の༌ೖのதཱੑݶ
่͕れる߹ʹ、͞Βʹେ͖͘なるՄੑ͕͋るɻ

概念上の中立性と
実推計上の限界
ɹ͜͜Ͱ、վΊͯ、GDPの֓೦、͓Αͼͦの計
ग़໘かΒGDPʹΞࢧ๏Λ֬ೝͯ͠Έた͍ɻํࢉ
プϩʔν͢るࡍ、༌ೖは߇আ߲とͯ͠GDPの
計ࢉかΒlআかれるzɻGDPはࠃͰੜΈग़͞れ
たՃՁの૯ֹと定ٛ͞れるたΊ、ࠃ外Ͱੜ
Έग़͞れたࡒαʔϏス͕ຊのGDPʹlؚ·
れな͍z͜とは当વͰ͋る͕、͜͜Ͱҙࣝ͠た
͍は、ࢧग़໘のGDPͰは、ͦの計ࢉのதͰ、
༌ೖはlؚ·れな͍zのͰはな͘、Θ͟Θ͟lআ
かれるzと͍͏͜とͰ͋るɻなぜかʁ
ɹΘ͟Θ͟、GDPの計ࢉかΒআ͘ඞཁ͕͋ると
͍͏͜とは、ཪΛฦͤ、༌ग़Λআ͘GDPの༌
ೖҎ外の෦ʢ۩ମతʹは、લड़のࠃࢧग़ʣʹ、
༌ೖʹ૬当͢るؚ͕·れ͍ͯる͜とΛҙຯ͢
るɻྫ͑、ւ外Ͱੜ͞࢈れたܞଳి͕༌ೖ
͞れ、ຊࠃͰՈ計ʹΑりߪೖ͞れる߹、
GDPの計্ࢉ、ͦ͏͠たࢧग़はຽؒ࠷ऴফඅࢧ
ग़とͯ͠Χウϯト͞れるɻࠃ࢈なのか、ւ外
ೖߪଳిΛܞなのかʹかかΘΒͣ、Ո計͕࢈
͠た߹ʹはফඅとͯ͠Χウϯト͞れるのͰ͋
るɻ͜の݁Ռ、ࢧग़໘かΒΞプϩʔν͢るGDP
の計ࢉのதͰは、ຊདྷ、ւ外࢈Ͱ͋りGDPʹؚ
·れる͖Ͱな͍ࢧग़͕ফඅとؚͯ͠·れるた
ΊʢۀاʹΑるࢧग़Ͱ͋るࢿの߹Ͱಉ༷ʣ、
༌ೖと͍ͬた߇আ߲Λઃ͚、ͦのΛΘ͟Θ
͟আ͍͍ͯるのͰ͋るɻཁ͢れ、༌ೖΛ߇আ
͢ると͍͏計ࢉのҙຯは、֓೦্、Ո計ۀا
なͲʹΑる༌ೖのࢧग़Λ૬͢ࡴるのͰ͋
り、༌ೖはGDPʹରͯ͠தཱͰ͋る͖と͑ߟ
Βれ͍ͯるɻ
ɹたͩ͠、͜れは、֓೦্のͰ͋り、࣮ࡍの
GDPの計ࢉのதͰ、Ո計ۀاʹΑる༌ೖ
のࢧग़のֹと༌ೖとͯ͠߇আ͞れるֹ͕Ұக͢
るかは໌ΒかͰはな͍ɻなぜなΒ、ফඅࢿ、
༌ग़ೖと͍ͬたGDPΛߏ͢る֤߲は、ݸʑ

注1　GDPナウキャストの
基本的考え方や意義など
については、浦沢（2021）
を参照。

注2　予測モデルの概要を
含むGDPナウキャストの枠
組みや定期的に公表して
いる予測結果については、
以下の東京財団政策研
究所ウェブサイトを参照。
https://www.tkfd.or.jp/
research/detail.php?id= 
3852

注3　浦沢（2023）では、
後者の経済動向に関する
評価のアップデートといっ
た役割に焦点を当て、景
気判断実務におけるGDP
ナウキャストの活用を検討
している。その上で、GDP
ナウキャストに大きな改定
が見られる際には経済動
向に関する従来の見方に
変更が迫られている可能
性が高く、そうであれば、
そうした情報を景気判断
を行う上での1つの材料と
して利用する可能性につ
いて議論している。

注4　当然のことではある
が、精度の高いGDPナウ
キャストを実現させる前提
として、まず、予測に必要と
なる情報が全て利用でき
る場合に、モデルによる予
測がGDPの公表値を十分
に説明できる必要がある。

注5　予測モデルの改定
を含むGDPナウキャストの
枠組みの変更について
は、浦沢（2022）を参照。

https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=3852
https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=3852
https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=3852


ͦれͧれʹҟなるૅج౷計ʹ͍ͯͮج計͞ࢉれ
͍ͯるかΒͰ͋るɻ

GDPナウキャストが外れる時
ɹ͜͜Ͱ、࠶ͼ、GDPナウキャストの༧ଌと
·、ると͑ߟのGDPの͕ဃ͢る߹Λࡍ࣮
ͣ、༌ೖのதཱੑ͕ҡ࣋͞れる߹ʢGDPのࠃ
ࢧग़ʹؚ·れる༌ೖ"と߇আ߲とͯ͠͡ݮΒれ
る༌ೖ#͕Ұகʣʹは、ҎԼʹݟるΑ͏ʹ、ナウ
キャストͰར༻͢るlࠃࢧग़zのใͰ、GDP
のlࠃࢧग़ʢআ༌ೖ"ʣzΛ༧ଌ͢る͜とʹな
るʢ؆ུԽのたΊ༌ग़のӨڹΛ͍ͯ͑ߟな͍ʣɻ

ɾナウキャストͰར༻͢るใ
国内支出＋輸出

ɾGDP
｛国内支出（除輸入A）＋輸入A｝＋輸出－輸入B
＝国内支出（除輸入A）＋輸出

ɹ܁りฦ͠ʹなる͕、͜の࣌、༌ೖのӨ͕ڹখ
͚͞れ、྆ऀのΧόϨッδは͖ۙͮ、༧ଌの
ਫ਼͕ߴ·る͜と͕ظͰ͖るҰํ、༌ೖのӨ
େ͖͚れʢ༌ೖ͕景気とਖ਼ʹ૬ؔ͠な͍と͕ڹ
͍ͬた߹ؚΊʣ、༧ଌのਫ਼͕ѱԽ͢るՄ
Βれるɻ͑ߟ͕ੑ
ɹ࣍ʹ、༌ೖのதཱੑ͕ҡ࣋͞れな͍ʢ༌ೖ"
と༌ೖ#͕Ұக͠な͍ʣ߹Λݟると、ҎԼのと
͓り、ナウキャストͰར༻͢るlࠃࢧग़zの
ใͰ、ࠓは、GDPのlࠃࢧग़ʢআ༌ೖ"ʣʴ
ζϨzΛ༧ଌ͢る͜ととなり、͜の࣌、தཱੑ
͕ҡ࣋͞れる߹ʹൺ、ҡ࣋͞れな͍߹ʹ
は、lζϨzの、༧ଌΛ͘͢͠る͜と͕͑ߟ
Βれるɻ

ɾGDP
｛国内支出（除輸入A）＋輸入A｝＋輸出－輸入B
＝国内支出（除輸入A）＋輸出
＋“輸入Aと輸入Bのズレ”

ɹྫ͑、����2�ʹ͍ͭͯは、༌ೖ͕େ͖͘
૿Ճ͠GDPのΛԡ͠Լ͛た͕、༌ೖのத
ͰಛʹαʔϏス༌ೖ͕େ͖͘૿Ճ͠た͜と͕
Ө͍ͯ͠ڹたɻֳʹΑれ、ʮࠂαʔϏ
スʹؔ࿈͢るۀʯͰւ外のࢧ͍͕૿͑た
との͜とͰ͋り、Ұ࣌తと͍ͬたํݟࣔ͞れ
た͕、͠、ຊの͕ۀاւ外のۀاかΒۀ
αʔϏスのఏڙΛड͚、ͦのରՁΛࢧͬたの
Ͱ͋れ、֓೦্、ͦ͏͠たࢧग़は、ຊདྷͰ͋
れ、ಉֹ͕͡ࢿʹؚ·れ͍ͯる͖の

注6　例えば、企業が中
間投入として輸入したもの
（特に、在庫が存在しない
サービス）が当期のうちに
最終需要に回りきらない
場合などにおいても中立
性が崩れることが考えら
れる。

注7　“内需（在庫除く）＋
輸出（財）”については、各
項目の寄与度を用いて計
算。「景気動向指数」につ
いては、2023年11月8日時
点の公表値より期中平均
を用いて計算。

と͑ݴるɻԾʹ、༌ग़ೖとҟなる౷計Λ༻͍ͯ
計͞ࢉれるࢿのதͰ、ಉֹのࢧग़͕ิ͞れ
͍ͯな͍のͩと͢れ、GDPʹର͢るதཱと
͍ͬた֓೦่͕れるɻֳʹΑると、͜の࣌
のࢿの৳ͼのओҼは、ʮಋମஔʯ
のࢧग़と͋り、༌ೖͰݟΒれたࠂαʔϏス
のେ෯なࢧग़ʢҰ࣌తͰ͋ͬたとͯ͠ʣとಉ
ߟれ͍ͯな͍Մੑ·ؚʹࢿग़͕ࢧのن
͑Βれる�ɻ
ɹͦ͏Ͱ͋れ、֓೦と࣮推計ʹζϨ͕ੜ͡、
༌ೖのதཱੑ͕ҡ࣋͞れ͍ͯな͍Մੑ͑ߟ
Βれる͕、͜͏͠た߹ʹは、GDPナウキャス
トの༧ଌと࣮ࡍのGDPの͕େ͖͘ဃ͢る
Մੑ͕ग़ͯ͘るɻ

GDPナウキャストが
予測しているもの
ɹGDPナウキャストは、ԿΛ༧ଌ͍ͯ͠るとݴ
͑るのͩΖ͏かɻ�ͭʹ、GDPの͏ͪ、धʢલ
ड़のࠃࢧग़ʣ͕͑ߟΒれるɻधは、ࠃ࢈、
ւ外࢈ʹかかΘΒͣՈ計ࠃ͕ۀاͰ͏ߦશ
ͯのࢧग़Λଊ͑るʢ༌ೖΛ༻͍た߇আのӨڹड
͚な͍ʣɻͦのたΊ、ࠃのࡁܦಈ͕ٞ͞れ
るࡍʹは、ϔッυϥΠϯのGDPととʹ͞
れるɻ·た、༌ग़ΛؚΊGDPナウキャストʹ༻
͍るใΛΑりີݫʹGDPの֓೦ʹஔ͖͑る
߹ʹは、ݿࡏΛআ͘धとࡒの༌ग़Λ͋Θͤ
たのΛ༧ଌ͍ͯ͠ると͑ߟΒれるɻ
ɹͦ͜Ͱ、ਤද�Ͱは、����2�ʙ����2�ʹ͍ͭ
ͯ、ਤද�ͰݟたGDPナウキャストの࠷ऴ༧ଌ
と࣍�ใʹՃ͑、࣍�ใʹ͓͚るlधz、
ͦͯ͠、lधʢݿࡏআ͘ʣʴ༌ग़ʢࡒʣz、·た、
Ͱʹ景気Λଊ͑るのとͯ͠ʮ景気ಈ·ߟࢀ
ൺΛൺֱ͠た�ɻظʣʯのલࢦʢ$*Ұகࢦ
ɹ·ͣ、GDPナウキャストとlधzとのؔΛ
ʹ、ϔッυϥΠϯのGDP͑ݴると、૯ͯ͡ݟ
ใとのဃはখ࣍�、Βれた߹ʹൺݟ
͍͞ɻಛʹ、となͬた����2�、����2�Ͱ
はͦ͏͠たݦ͕ஶとな͍ͬͯるɻ͞Βʹݴ
͑、lधʢݿࡏআ͘ʣʴ༌ग़ʢࡒʣzとのؔ
Λݟる͜とʹΑり、となͬた࢛ظΛؚΊ、
ใとのဃ͕͞Βʹখ͘͞なる͜と͕࣍�
֬ೝͰ͖るɻ࣮ࡍʹ、GDPナウキャストʹΘ
れるؒظதのฏۉઈର༧ଌࠩޡΛݟると、ϔッ
υϥΠϯのGDPΛ༧ଌ͠た߹のࠩޡは���ˋ
ϙΠϯト、lधzΛ༧ଌ͠た߹のࠩޡは���ˋ
ϙΠϯト、ͦͯ͠lधʢݿࡏআ͘ʣʴ༌ग़ʢࡒʣz
Λ༧ଌ͠た߹のࠩޡは���ˋϙΠϯトと、GDP
ナウキャストʹ༻͍るใと༧ଌରのΧόϨッ
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25GDPナウキャストは、なぜ当たり、なぜ外れるのか―景気推定とGDP推計のギャップ―

δΛ͋Θ͍ͤͯ͘͜とͰ͕ࠩޡ͍ͯ͠ݮるɻ
ɹな͓、ʮ景気ಈࢦʯとのؔΛݟると、
����2�ʹ͍ͭͯ、ʮ景気ಈࢦʯはGDPナウ
キャストとಉ༷ʹ࣍�ใとҟなͬͯプϥス
Ͱ͋るҰํ、����2�ʹ͍ͭͯはGDPナウキャ
ストとҟなり࣍�ใಉ༷ʹେ෯なプϥスͰ
͋り、ඞͣ͠、GDPナウキャストと߹తͰ
͋るΘ͚Ͱはな͍ɻΉ͠Ζ、ʮ景気ಈࢦʯ
のಛとͯ͠は、૯ͯͦ͡のมԽ͕େ͖͍と
͍ͬた͕͛ڍΒれる͕、͜れは、景気ʹහײ
ʹԠ͢ると͍ͬたಛΛө͍ͯ͠るたΊと
Βれるɻ͑ߟ

結局のところ
ɹਤද�Ͱは、����2�Λ���とͯ͠、ਤද�Ͱݟ
た�ͭのࢦඪʹ͍ͭͯ、����2�ʹࢸる·Ͱの推

ҠΛ͍ͯݟる͕、����2�ʹࢸる·Ͱのlਫ४zʹ
ҧ͍は͋れ、lํzʹ͍ͭͯは、͍ͣれ、ঃʑ
ʹ্ঢ͍͕ͯࣔ࢟͘͠͞れ͓ͯり、৽ܕίϩナウ
ΠϧスײછのӨڹかΒのͪ࣋͠、ճ෮と͍ͬ
たجௐతなࡁܦのಈΛଊ͖͑ͯたと͑ݴるɻ
ɹGDPナウキャストのຊདྷのతは、ࡁܦの
lࠓzの࢟Λる͜とͰ͋り、ͦのたΊʹ、ࡁܦ
ܦ、తʹଊ͑るGDPの༧ଌΛ௨ͯ͡ܥಈΛମ׆
ঢ়ΛධՁ͍ͯ͠るɻͦのաఔͰは、ナウݱのࡁ
キャストͰར༻͢るใと༧ଌରと͢るGDP
のΧόϨッδ͕ҟなる͜となͲΛഎ景ʹݸʑの
ߦใかΒ外れた༧ଌΛ࣍�れݟΛظ࢛
͏߹͋る͕、૯ͯ͡Έれࡁܦのجௐతな
ಈ͖Λଊ͖͑ͯたとධՁͯ͠ྑ͍ͩΖ͏かɻ
ɹҾ͖ଓ͖、GDPナウキャストΛ͍ߦ、ͦのධ
ՁΛ͍ͯͬ͘͜ߦとͰ、GDPナウキャストのl
͍Ͳ͜ΖzΛ͖͍ͯ͑ߟた͍ɻ

参考文献
［1］浦沢聡士（2021）「GDPナウキャストとは」、東京財団政策研究所、https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=3871
［2］浦沢聡士（2022）「GDPナウキャストの枠組みの変更：更なる予測精度の向上にむけて」、東京財団政策研究所、https://www.tkfd.or.jp/research/detail.

php?id=4055
［3］浦沢聡士（2023）「GDPナウキャストと景気判断～景気判断実務におけるGDPナウキャストの活用に向けて～」、内閣府経済社会総合研究所『経済分析』

第208号、P.146-164。

図表2 GDPナウキャストと内需、景気指数との比較

図表3 GDPナウキャストと内需、景気指数の推移

（出所）筆者作成

（出所）筆者作成
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https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=4055


「訪日外客数」は
訪日外国人旅行者数なのか
ɹʮ๚外٬౷計ʯʢ+/50ʣͰຖ݄ެද͞れる
๚外٬は、๚外ࠃਓཱྀऀߦとݟな͞れ
る͜と͕ଟ͍ɻޫ؍ிの౷計ใのウΣϒαΠ
トͰは、ʮ๚外ࠃਓཱྀऀߦʯと͍͏໊শͰ
+/50のウΣϒαΠトのϦϯΫ͕ࣔ͞れ͍ͯ
るɻ͠か͠、࣮ࡍʹは、๚外٬ʹはཱྀऀߦ
Ҏ外のೖऀࠃؚ·れ͍ͯるɻ
ɹਤද�は、+/50のプϨスϦϦʔスのจষ�

Λとʹ、ʮग़ೖࠃཧ౷計ʯʢ๏লʣΛ༻͍
の๚外٬の༁Λࣔ͠たのͰ͋るɻۙ࠷ͯ

ʮग़ೖࠃཧ౷計ʯʹ͓͚る外ࠃਓೖऀࠃʹ、
ೖऀࠃとݟな͞れな͍ʮ্ڐՄਓһʯʢਓ
һʣΛՃ͑、ӬॅऀʢʹӬॅऀʴຊのऀۮ
ʴӬॅऀのऀۮʴ定ॅऀʴಛผ定ॅऀʣΛ
ࠩ͠Ҿ͘と๚外٬ʹҰக͢るɻ
ɹ�����ʙ��݄のྦྷ計Λྫʹとると、ҎԼの
௨りͰ͋るɻ
ɹɹ๚外٬ʢ������ສਓʣ
ɹɹʹ�外ࠃਓೖऀࠃʢ������ສਓʣʴ্ڐՄ

ਓһʢ����ສਓʣʵӬॅऀʢ����ສਓʣ
ɹҰํ、外ࠃਓೖऀࠃの͏ͪ、ཱྀऀߦと推ଌ
͞れるʮظࡏʯ֨ࢿ�Ͱのೖऀࠃは������
ສਓͰ͋るɻ͜れʹΫϧʔζ٬と推ଌ͞れる্
ڐՄਓһΛՃ͑ると๚外٬の����ˋとなるɻ
ɹ���ˋΛେ͖͍とݟるかখ͍͞とݟるかはҙ

؍ʯʹはࡏظかれるͰ͋Ζ͏͕、ʮ͕ݟ
ޫ٬Ҏ外のతؚ·れるɻຊࣥߘච࣌Ͱ
༁͕໌͍ͯ͠る����の࣮Λྫʹとる
と、ʮظࡏʯの外ࠃਓೖऀࠃʢ�����ສਓʣ
の͏ͪʮޫ؍ʯతは��ˋʹա͗ͣ、ʮ༻ʯ

ʢ��ˋʣ、ʮ๚ʯʢ���ˋʣなͲؚ·れるɻ
๚外٬のଠफは٬ޫ؍Ͱ͋Ζ͏͕、Πϯό
ウϯυधཁの࣮ΛΑりత֬ʹѲ͢るのͰ͋
れ、ʮग़ೖࠃཧ౷計ʯのʮظࡏʯ֨ࢿ
の外ࠃਓೖऀࠃのಈ、͞Βʹはͦの༁Ͱ
͋るޫ؍తのਓʹ͖͢Ͱ͋Ζ͏ɻ

「短期滞在」の外国人入国者数の
公表早期化はできないのか
ɹ࣮ࡍ、॓ധࢪઃのͻͬഭなͲΠϯόウϯυध
ཁのٸճ෮Ϳり͕ࢦఠ͞れた����のঢ়گは、
๚外٬Αりظࡏతの外ࠃਓೖऀࠃ
のํ͕ϏϏッυʹ͍ࣔͯ͠たɻਤද�は、
�����݄Ҏ߱の๚外٬とظࡏతの
外ࠃਓೖऀࠃの推ҠΛάϥϑͰ、ͦれͧれ
の����ಉ݄ʹର͢るൺΛંれઢάϥϑͰࣔ
͠たのͰ͋るɻ๚外٬は������݄��
ʹެද͞れた������݄ͰίϩナՒલਫ
४Λճ෮ʢ������݄の����ഒʣ͠、৽ฉͰେ
͖͘औり্͛Βれた�ɻҰํ、ظࡏతの
外ࠃਓೖऀࠃは�ϱ݄ૣ͘�����݄ʹίϩ
ナՒલਫ४ʹճ෮ʢ�����݄の����ഒʣ͍ͯ͠

コロナ禍から脱し、円安傾向が続く中、訪日外国人の消費などインバウン
ド需要への注目と期待が高まっている。インバウンド需要動向を把握する
主要な統計は、日本政府観光局（JNTO）の「訪日外客統計」と観光庁の

「訪日外国人消費動向調査」である。例えば、2024年1月17日付の日本経
済新聞電子版は、「訪日客消費が初の5兆円超　23年、人数はコロナ前8
割に」という見出しの記事を掲載している。この記事の訪日額消費は「訪
日外国人消費動向調査」の「2023年年間値の推計」の速報値がベース

になっている。また、人数は「訪日外客統計」の2023年の年間推計値であり、ともに1月17日に公表された。
コロナ禍前には2020年に訪日外客数を4,000万人にするという目標が立てられ、訪日外国人消費額の目
標額が打ち出された。果たして、インバウンド需要を示すとされるこれらの統計の精度はいかほどであ
ろうか。より的確にインバウンド需要を把握するために改革の余地は無いのだろうか。
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27ΠϯόウϯυधཁΛత֬ʹѲ͢るたΊʹٻΊΒれる౷計վֵ

るɻຊࣥߘච࣌Ͱ໌͍ͯ͠る�����ʙ��
݄ྦྷ計Ͱͯݟ、๚外٬は����のಉؒظ
の��ˋͰ͋るのʹର͠、ظࡏతの外ࠃਓ
ೖऀࠃは��ˋ·Ͱճ෮͍ͯ͠るɻ
ɹ͠か͠、ظࡏతの外ࠃਓೖऀࠃΛ௨͡
ͯΠϯόウϯυधཁΛ͢؍るʹは�ͭの
͕͋るɻୈ�のはެද͕͍͜と、ୈ�の
はཱྀߦ、༻なͲの༁のެදは͞Βʹ
͍͜とͰ͋るɻ
ɹྫ͑、ຊࣥߘච࣌Ͱ໌͍ͯ͠る����
��݄の๚外٬は、಄ʹड़たΑ͏ʹ����
�݄��ʹެද͞れたɻ͜れʹର͠、ظ
͕Θかる������݄のʮग़ऀࠃਓೖࠃの外ࡏ
ೖࠃཧ౷計ʯの݄ใは�����݄ʹެද༧
定Ͱ、�ϱ݄れͰ͋るɻ͞Βʹ、ظࡏの
外ࠃਓೖऀࠃのత༁はʮग़ೖࠃཧ౷計ʯ

のใͰな͍とѲͰ͖な͍ɻ����のใは
�����݄�ʹެද͞れたたΊ、����のಈ
Θかるのは�����݄ʹなりͦ͏ͩɻ͕
ɹͪΖΜ、ʮग़ೖࠃཧ౷計ʯʮ๚外٬౷
計ʯと΄΅ಉ͡λΠϛϯάͰใ͕ެද͞れ
͍ͯるɻྫ͑、������݄のใは����
�݄��ʹެද͞れたɻ͠か͠、ͦ͜ͰѲ
Ͱ͖るのは、外ࠃਓೖऀࠃの૯、৽نೖࠃ
ऀ、࠶ೖऀࠃのΈͰ͋るɻ༁は�ϱ݄ޙ
の݄ใ·Ͱͭඞཁ͕͋るɻΫϧʔζ٬と推ଌ
͞れる্ڐՄਓһಉ༷Ͱ͋るɻ
ɹલड़͠たΑ͏ʹ、๚外٬のࢉग़Λ͏ߦʹ
は外ࠃਓೖऀࠃの૯͚ͩͰな͘、༁͕ඞ
ཁͰ͋るɻྫ͑、ʮظࡏʯ֨ࢿの外ࠃਓ
ೖऀࠃΛใͰެදͰ͖な͍のͩΖ͏かɻ
·た、ใ·Ͱたͣʹʮظࡏʯ֨ࢿの

注1　ニュースリリースには
「訪日外客数とは、法務省
集計による出入国管理統
計に基づき、算出したもの
である。訪日外客は、外国
人正規入国者から、日本
を主たる居住国とする永住
者等の外国人を除き、これ
に外国人一時上陸客等を
加えた入国外国人旅行者
のことである。駐在員やそ
の家族、留学生等の入国
者・再入国者は訪日外客
に含まれる。なお、上記の
訪日外客には乗員は含ま
れない」と書かれている。

注2　日本での滞在日数
が90日以内の外国人入
国者である。

注3　例えば、日本経済
新聞電子版（2023年11月
15日）「10月訪日客、14ヵ
国・地域で過去最高」。

図表1 訪日外客数の内訳

（出所）日本政府観光局「訪日外客統計」、法務省出入国在留管理庁「出入国管理統計」より筆者作成
（注） 上陸許可人員は、2014年までは寄港地上陸、通過上陸の合計、2015年以降は、寄港地上陸、通過上陸、船舶観光上陸の合計。
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図表2 「短期滞在」の外国人入国者数と訪日外客数の推移

（出所）日本政府観光局「訪日外客統計」、法務省出入国在留管理庁「出入国管理統計」より筆者作成
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༁のެදٻΊΒれるɻ
ɹな͓、ใஈ֊ͰʮظࡏʯなͲ外ࠃਓ
ೖऀࠃの༁͕ެද͞れな͍ཧ༝ʹ͍ͭͯ๏
লの౷計୲当෦ہは、ใ͕定Ͱ͋り、
ͦのஈ֊Ͱ֨ࢿཹࡏなͲの༁Λެද͢るのは
౷計のਖ਼֬ੑʹ͚ܽるたΊとઆ໌͢るɻ݄
ใஈ֊Ͱʮظࡏʯの༁Λެද͠な͍の、
݄ใஈ֊Ͱ定Ͱ͋る͜とʹมΘり͕な͍
たΊと͍͏ɻ
ɹਖ਼֬な౷計Λఏ͠ڙた͍と͍͏୲当෦ہのࢥ
͍はཧղͰ͖る͕、ࡦなͲʹ׆か͢͜とߟ
ྀ͢れใੑΛߴΊる͜とΛݕ౼͖͢Ͱは
な͍ͩΖ͏かɻ

サンプル調査による1人当たり消
費額×訪日外客数で算出される
訪日外国人消費
ɹ๚外٬は、๚外ࠃਓཱྀߦফඅֹのࢉग़
ʹ༻͍Βれ͍ͯるɻΫϧʔζ٬とͦれҎ外の
๚外٬ผʹ、ΞϯέʔトௐࠪΛとʹ推計͠
た�ਓ当たりのཱྀࢧߦग़ֹʹਓΛか͚ͯ߹計
͠たのͰ͋るɻ
ɹ࣍�ใ·Ͱެද͞れ͍ͯる�����ʙ�݄
ΛྫʹとるとҎԼの௨りͰ͋るɻظ

Ϋϧʔζ٬Ҏ外のཱྀࢧߦग़ ʢֹ��ສ����ԁʣ
ʷΫϧʔζҎ外の٬ʢ���ສ����ਓʣ
ʴΫϧʔζ٬のཱྀߦதࢧग़ֹʢ�ສ����ԁʣ
ʷΫϧʔζ٬ʢ�ສ����ਓʣ
ʹ�ஹ����ԯԁ

ɹ͞Βʹ、Ξϯέʔト݁ՌΛとʹ、॓ധඅ、
ҿ৯අなͲ༁の�ਓ当たりのࢧग़ֹと૯ֹ
͍ࣔͯ͠るɻ�����ʙ�݄ظΛྫʹとると、॓
ധඅ͕����ԯԁ、ҿ৯අ����ԯԁ、ަ ௨අ����
ԯԁ、ָޘαʔϏスඅ���ԯԁ、ങ����
ԯԁͰ͋るɻ
ɹ͜͜Ͱࢉग़͞れるࢧग़ֹは、ࡍࠃऩࢧ౷計の
ʹ౷計ૅجのडऔʢ༌ग़ʣのࢧαʔϏスऩߦཱྀ
な͍ͬͯるɻͪΖΜ、͜のख๏はʮফඅֹΞ
プϩʔνʯとݺれるࡍࠃऩࢧ౷計ϚχϡΞϧ
ʹԊͬたख๏Ͱ͋り、ଟ͘のࠃͰ࠾༻͞れ͍ͯ
るʢా、����ʣɻ͠か͠、ࡍࠃऩࢧ౷計Ϛχϡ
ΞϧʹԊͬたௐࠪͰ͋る͜とと、ޫ؍なͲの
るσʔλとͯ͠ద͍ͯ͠るか͛ܝඪとͯ͠ࡦ
はҟなるɻ
ɹGDPใのݸਓফඅの推計ʹ͓͍ͯ、ʮՈ計ௐ
ࠪʯʢ૯ল౷計ہʣなͲࢧग़ଆのΞϯέʔト
ௐ͚ࠪͩͰな͘、ੜ࢈ɾൢചなͲのڅڙଆの౷
計৫りࠐΉΑ͏ʹなͬたΑ͏ʹ、๚外ࠃਓ
ফඅʹڅڙଆ౷計のॆ࣮͕ඞཁなのͰはな͍

注4　購入時で消費税を
免除するのではなく、購入
時はいったん消費税を含
めた金額を支払い、出国
手続きの際に購入した商
品を確認したうえで、消費
税分を払い戻す方式への
切り替えが検討されている。

かɻ͜の、൧௩ʢ����ʣͰࢦఠ͍ͤͯ͞たͩ
͍た͕、ίϩナՒのたΊか、ͦれかΒ�ܦա
͠たࠓ౷計උはਐΜͰ͍な͍Α͏ʹ͑ݟるɻ

訪日外国人の買い物額の
統計間でのズレ
ɹ൧௩ʢ����ʣͰは、๚外ࠃਓ౷計ௐࠪʹ͓
͚るങのಈ͖と、ඦ՟ళʹ͓͚る外ࠃਓ؍
ޫ٬のച্ߴʢҎԼ、໔੫ച্ߴʣのಈ͖のζϨ
の࣮の推ҠΛ֬ޙఠ͠たɻͦのࢦ͍ͯͭʹ
ೝͯ͠ΈΑ͏ʢਤද�ʣɻな͓、๚外ࠃਓফඅ
ֹの༁は、����ྐྵ、����ྐྵʹ͍ͭͯࣔ͞
れ͍ͯな͍のͰ、ྐྵʹ͍ͭͯは����のྐྵ
Λ���、࢛ظʹ͍ͭͯは����の֤࢛
ظΛ���とͯ͠ࢦԽ͍ͯ͠るɻ
ɹ����ҎલΛݟると、ങは����ʹか͚
ͯେ͖͘૿͑たޙ、΄΅ԣ͍Ͱ推Ҡ͠たのʹ
ର͠、໔੫ച্ߴは૿ՃトϨϯυʹ͋ͬたɻί
ϩナՒかΒ٫ͭͭ͋ͬ͠た����はങの
ࢦのߴは����Ͱ͋るのʹର͠、໔੫ച্ࢦ
は����Ͱճ෮߹͍ʹҧ͍͕͋るɻ����ʹೖͬ
ͯかΒの֤࢛ظのಈ͖Λݟると、໔੫ച্ߴ
は�����ʙ�݄ظʹ�����ʙ�݄ظΛ্ճる
΄Ͳのճ෮Λ͍ͯͤݟるのの、ങは·ͩ
����ਫ४Λճ෮Ͱ͖͍ͯな͍ɻ����ྦྷ計Ͱ
、ങは����の����ˋとな͍ͬͯるɻͯݟ
Ұํ、໔੫ച্ߴはຊࣥߘච࣌Ͱެද͞れͯ
͍る����ྦྷ計͕、����の�����ˋ·Ͱճ෮
͍ͯ͠るɻίϩナՒલΛճ෮͍ͯ͠るのͩɻ
ɹ๚外ࠃਓফඅֹのങの࣮Λͬͯ

ʮதࠃかΒの٬͕ޫ؍গな͍たΊʯʮϞϊかΒί
トΠϯόウϯυফඅ͕Ҡりͭͭ͋るʯとղઆ
͢る͖͋る͕、ങ͕࣮ΛѲͰ͖ͯ
͍な͍Մੑ͋るのͰはな͍かɻ
ɹͪΖΜ、໔੫ച্ߴʹ、ൢചݱͰのࡏ
ߪͰのసചతのࠃの֬ೝ͕ෆेͰ֨ࢿཹ
ೖؚ͕·れるՄੑ͋るɻたͩ͠、ͦ͏͠た
れ͞౼ݕ͠�͕ݟঢ়Λ౿·͑ͯ໔੫੍のݱ
͓ͯり、ޙࠓは๚外ࠃਓのങѲʹ͢ࢿ
るの༨͕͋るのͰはな͍ͩΖ͏かɻ

訪日外国人の宿泊費と
宿泊旅行統計調査の比較
ɹΠϯόウϯυधཁのڅڙଆ౷計とͯ͠は、ʮ॓
ധཱྀߦ౷計ௐࠪʯʢޫ؍ிʣ֘当͢るɻ͜の౷
計Ͱは、ຊਓ、外ࠃਓผʹ॓ധऀΛਓധ୯
ҐͰू計͍ͯ͠るɻਓധとは、ྫ͑、�ਓͰ�
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29ΠϯόウϯυधཁΛత֬ʹѲ͢るたΊʹٻΊΒれる౷計վֵ

ധ͢れ�ਓധとΧウϯト͢る͜とΛҙຯ͢るɻ
ɹങֹ͍とಉ༷ʹ、ʮ๚外ࠃਓফඅಈௐ
ࠪʯの॓ധඅと、ʮ॓ധཱྀߦ౷計ௐࠪʯの॓ധ
ऀΛൺֱ͠たの͕ਤද�Ͱ͋るɻ����ʹ
ೖͬͯかΒのಈ͖はࣅ௨͓ͬͯり、॓ധඅのํ
͕����ʹର͢る૿Ճ͕େ͖͍のは॓ധ୯Ձ
の্ঢのたΊとղऍͰ͖な͍͜とな͍ɻ
ɹͦ͜Ͱ、ʮ๚外ࠃਓফඅಈௐࠪʯの॓ധ
අΛʮ॓ധཱྀߦ౷計ௐࠪʯの॓ധऀͰআͯ͠
Έたɻ͜れは�ਓ�ധ当たりの॓ധۚとݟな
ͤͯ、����は���ສԁと�������ສԁΑりߴ

͘な͍ͬͯるɻ͠か͠、����ʹೖͬͯかΒの
ɿ���ສԁˠ�ʙظはԣ͍推Ҡʢ�ʙ�݄ظ࢛֤
ɿظɿ���ສԁˠ��ʙ��݄ظɿ���ສԁˠ�ʙ�݄ظ݄�
���ສԁʣͰ、�������ສԁと����Αり
Լ͍ͯ͠るɻۙ࠷の॓ധඅ্ঢのಈ͖と߹త
Ͱはな͍ɻ
ɹʮ॓ധཱྀߦ౷計ௐࠪʯʹ͓͍ͯ、�ਓധ当たり
の॓ധඅ、͘͠は॓ധऩೖΛௐࠪʹՃ͑る͜
とͰ、Αり࣮͕ѲͰ͖るΑ͏ʹなるとࢥΘ
れる͕、͍͠のͩΖ͏かɻ

参考文献
［1］飯塚信夫（2019）「訪日外国人関連統計を考える～政策目標にできる精度なのか〈政策データウォッチ（5）〉」、東京財団政策研究所、2019年1月29日、

https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=3005
［2］和田麻衣子（2006）「『旅行サービス』推計方法を巡る議論と課題」、日本銀行ワーキングペーパーシリーズ、No.06-J-12、2006年6月。

図表3 統計によって異なる外国人の買い物額

（出所） 国土交通省観光庁「訪日外国人消費動向調査」、日本百貨店協会「免税売上高・来店動向」より筆者作成
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図表4 宿泊代と外国人延べ宿泊者数の推移

（出所） 国土交通省観光庁「訪日外国人消費動向調査」「宿泊旅行統計調査」より筆者作成
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飯塚 信夫（いいづか・のぶお）

東京財団政策研究所 研究主幹

����౦ژੜ·れɻ����Ұڮେֶࣾձֶ෦ଔۀ、ຊࡁܦ৽ฉࣾೖࣾɻ
ฤूࡁܦہղઆ෦ऀه、ຊڀݚࡁܦηϯλʔओڀݚһなͲΛͯܦ、����
ਆಸେֶֶࡁܦ෦।ڭत、����Αりಉେֶֶࡁܦ෦ڭतɻ����ઍ༿
େֶͰम࢜ʢֶࡁܦʣΛऔಘɻ�����݄かΒ౦ஂࡒژڀݚࡦॴΞυόΠβʔ
Λݱͯܦ৬ɻઐはຊࡁܦ、ࡁܦ༧ଌ、ࡁܦ౷計ɻओなஶॻɾจʹh ೖ
ɾຊࡁܦʢୈ�൛ʣɦʢڞฤஶ、༗൹ֳ、����ʣ、ʮGDPใվ定のಛと、
推計の՝ʹ͍ͭͯʯʢhߦݱ ຊڀݚࡁܦʱ/P���、����ʣ、ʮίϯηϯαス༧
ଌはlྑ͍༧ଌzなのかʙ࢛࣭࣮ظGDP༧ଌʹΑるূݕʙʯʢh қࡁܦ
ʱୈ��߸、����ʣなͲɻڀݚ

執筆者略歴

小巻 泰之（こまき・やすゆき）

東京財団政策研究所 主席研究員

����ژੜ·れɻ����ஜେֶେֶӃത࢜՝ఔ୯ҐऔಘୀֶɻχッηΠ
तなͲΛڭ෦ֶࡁܦһ、ຊେֶڀݚॴ٬һڀݚۚ༥ࡒॴ、େଂলڀݚૅج
、ࡦࡁܦ、౷計ࡁܦतɻઐはڭ෦ֶࡁܦେֶࡁܦࡕ����Αりେ、ͯܦ
Ҭࡁܦɻओなஶॻʹʰࡁܦσʔλとܾࡦ定 ʢɦ୯ஶ、ຊࡁܦ৽ฉࣾ、����、
ୈ��ճΤίϊϛストडʣ、l8IZ JT UIF GPSFDBTU FSSPS PG RVBSUFSMZ GDP JO
+BQBO TP MBSHF �'SPN BO *OUFSOBUJPOBM $PNQBSJTPO PG 2VBSUFSMZ GDP
'PSFDBTU 4JUVBUJPOz +BQBO BOE UIF 8PSME &DPOPNZ ���� WPM� ��� なͲɻ

大塚 芳宏（おおつか・よしひろ）

東京財団政策研究所 主席研究員

����౦ژੜ·れɻཱՖূ݊ࣜגձࣾۀاௐࠪ෦、ւಓେֶେֶӃֶࡁܦ
෦ֶࡁܦ����౦ֶӃେֶ、ͯܦΛࢣߨ෦ֶࡁܦେֶཱݝ࡚、ڭӃॿڀݚ
।ڭत、����Αりಉେֶֶࡁܦ෦ڭतɻ����Αりຽؒۀاʹͯ、D"4$"ä

ʢDBUB 4DJFODF $PVODJM PG "NFSJDBʣ͕ఏ͢ڙるϏッάσʔλΞナϦスト֨ࢿの౷
計ֶとػցֶशのࢣߨΛΊるɻओなஶॻʹʰ-BSHF 4IPDLT BOE UIF #VTJOFTT
$ZDMFT JO +BQBO ʢɦ+PVSOBM PG #VTJOFTT $ZDMF 3FTFBSDI、4QSJOHFS、����ʣなͲɻ
景気॥ੳ、ۭؒ࣌計ྔֶࡁܦʹؔ͢るจࣄهΛଟࣥචɻ

研究代表者

研究分担者
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山澤 成康（やまさわ・なりやす）

東京財団政策研究所 主席研究員

����ౡݝੜ·れɻ����ژେֶֶࡁܦ෦ଔۀɻຊࡁܦ৽ฉࣾσʔλό
ϯΫہ、ಉฤूࡁܦہ෦、スλϯϑΥʔυେֶ٬һڀݚһ、ຊڀݚࡁܦηϯ
λʔڀݚһなͲΛͯܦ、�����݄かΒֶݟԂঁࢠେֶϚωδϝϯトֶ෦ڭ
तʹबɻ�����݄かΒ�ؒ૯ল౷計ҕһձ୲当ࣨΛΊるɻ�����
ೖֶࡁܦʣऔಘɻओなஶॻʹʰ࣮ઓ計ྔֶࡁܦʢ࢜େֶͰതۄ࡛݄ ʢɦຊධ
ࣾ、����ʣ、h ౷計 ׆とվֵɿγスςϜྼԽかΒの෮ػة ʢɦڞஶ、ຊࡁܦ
৽ฉग़൛、����ʣ、h ճؼੳかΒֶͿ計ྔֶࡁܦɿ&YDFMͰಡΈղ͘ࡁܦの͠
͘Έ ʢɦΦʔϜࣾ、����ʣなͲɻ

平田 英明（ひらた・ひであき）

東京財団政策研究所 主席研究員

����౦ژੜ·れɻ����ܚጯٛक़େֶֶࡁܦ෦ଔۀ、ຊۜߦೖߦɻௐࠪ
౷計ہ、ۚ༥ࢢہͰΤίϊϛストとͯ͠ۈɻۚ༥ؔ࿈ʢۚ༥ࢢ、Ϛωʔ
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